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   午前10時開会 

○友永修議長 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 まず、議員出席状況を事務局長から報告

させます。 

○西田淳一事務局長 

 本日の議員出席状況を御報告申し上げま

す。 

 ただいまの出席議員は全員です。 

 以上、報告を終わります。 

○友永修議長 

 次に、本日の会議録署名者を会議規則第

81条の規定により、私から３番藤原議員、

４番中岡議員を指名します。 

○友永修議長 

 これより日程に入ります。 

 日程第１、一般質問を前回に引き続き行

います。 

 まず、岸田議員。 

   （24番 岸田厚議員登壇） 

○24番 岸田厚議員 

 発言のお許しを頂きましたので、一般質

問に参加をします。 

 岸和田市こども計画策定についてお尋ね

をします。 

 令和５年に施行されたこども基本法によ

り、自治体は地域のこども施策を総合的に

まとめる自治体こども計画を策定する努力

義務が課されました。国は同法に基づきこ

ども大綱を定め、今後５年間の基本方針を

示すとともに、地方自治体に対して計画策

定を強く促しています。また、こども家庭

庁は、複数の子ども関連計画を一体化し、

地域の実情に応じた総合的な計画として整

理することを推奨しています。 

 こども計画は、子供の権利保障、貧困対

策、保育・教育、若者支援、社会的療育、

虐待防止など幅広い施策を横串で統合し、

地域の子供、若者の現状を踏まえた目標設

定と、ＰＤＣＡによる進捗管理を行う重要

な計画です。 

 特に法第11条では、計画策定に当たり、

子供、若者の意見聴取をし、反映すること

が自治体の義務とされています。まさに子

供を真ん中に据えた、そういった姿勢が今

問われるわけであります。本市としても、

地域のこども施策を総合的に整理し、将来

を見据えた計画策定を進めることが求めら

れています。 

 そこで以下、こども計画策定に関する本

市の現状と今後の方針についてお伺いしま

す。 

 今回のこども計画の策定に向けてのスケ

ジュールと包含される内容、計画の対象年

齢についてお示しください。また、今回の

計画策定で特に本市として独自色を出した

い分野はあるのか、お示しを下さい。 

 次に、公共施設の統廃合について質問を

します。 

 本市の公共施設は、単なる行政サービス

の提供拠点にとどまらず、地域コミュニテ

ィーの核として、また災害時の避難所、防

災拠点として重要な役割を担っています。

特に公民館、学校施設、体育館などは、平

時には地域活動の場として活用され、災害

時には避難所や物資集積拠点として機能す

るなど、市民生活に不可欠な存在となって

います。 

 一方で、これらの施設の多くは老朽化が

進み、耐震性や設備更新の必要が高まって

います。更新、維持管理に必要な財政負担

も増えています。市は、財政状況を踏まえ、

従来どおりの単独施設の建て替えや維持を

続けることは困難であり、公共施設の再編、

複合化、統合化を進めようとしています。 

 しかし、公共施設の統廃合は地域コミュ

ニティーの維持や防災機能の確保に直結す

るため、単純な削減や集約ではなく、地域
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バランスや代替機能の確保、住民参加のプ

ロセスが極めて重要です。特に防災拠点と

しての機能をどのように維持、強化するか

は市民の安心、安全に直結するため、慎重

な検討が求められます。 

 こうした状況を踏まえ、本市として公共

施設の再編をどのような方針で進め、地域

コミュニティーの維持と防災機能の確保を

どのように両立させていくのか、将来を見

据えた判断が求められています。 

 そこで以下、公共施設の統廃合に関する

本市の現状と今後の方針についてお伺いし

ます。 

 まず、社会体育施設の統合について現状

をお尋ねします。 

 市民プールについて、ここ数年、年間の

利用状況についてお示しください。また、

体育館について、ここ数年の総合体育館、

中央体育館の利用状況についてお示しくだ

さい。 

 次に、社会教育施設について質問します。 

 現在の公民館の設置箇所と地域はどのよ

うに配置されているかお示しください。 

 次に、子育て施設についてお尋ねします。 

 小中学校統廃合計画について、現時点で

の進捗状況についてお示しください。 

 また、岸和田市立幼稚園及び保育所再編

個別計画後期計画が示されました。特に山

手地域における公立保育所・幼稚園の統合

について、民間の事業所ではなかなか困難

ではないかと考えます。公立保育所、幼稚

園の存続についての考えについてお尋ねし

ます。 

 最後に、公共施設の統廃合、再編などを

行うときにコミュニティー単位として、市

民協単位である小学校区や中学校の11校区

などがあります。総合計画におけるまちづ

くりの視点からの公共施設の配置計画、特

に圏域に関わって総合計画で位置づけられ

ているコミュニティー単位としての６圏域

について、特に葛城の谷や牛滝の谷地域な

ど、開発により、まちの様子が変化してい

る地域があります。見直しの考えがあるの

かお尋ねします。 

 以上、壇上からとし、以降は自席にて一

問一答で御質問いたします。ありがとうご

ざいました。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 御質問の１、仮称岸和田市こども計画に

ついて御答弁いたします。 

 こども計画の策定スケジュールにつきま

しては、８月10日付で計画策定に係る委託

事業者と契約を締結いたしました。今後は、

今年度中にアンケート調査を実施し、その

結果を踏まえて計画の骨子案を策定する予

定でございます。令和９年度には、委託事

業者の提案を踏まえ、子供、若者の意見聴

取を実施いたします。これらの結果を総合

的に分析した上で計画案を取りまとめ、パ

ブリックコメントを実施し、令和10年度か

ら計画を推進していく予定でございます。 

 また、本計画に包含する計画は、子ど

も・子育て支援事業計画、こどもの貧困対

策推進計画、こども・若者計画、ひとり親

家庭等自立促進計画の４つでございます。 

 なお、こども・若者計画の対象年齢に関

わる若者の年齢につきましてはおおむね39

歳未満とされていることから、今後、こど

も・若者会議において委員皆様の御意見を

伺いながら、特に切れ目のない相談支援や

地域で子供を見守る居場所づくりといった

分野について、本市らしい取組を計画に盛

り込めるよう進めてまいります。 

 次に御質問の２の２、子育て施設につい

て御答弁いたします。 

 今回の幼保再編後期計画においては、山
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手地域の個別計画についてはお示しできて

おりませんが、今後の児童数の推移や施設

利用者の動向に注意し、適宜計画を策定し

ていく予定です。 

 また、市立幼稚園及び保育所については、

岸和田市立幼稚園及び保育所再編方針にお

いて、市立幼稚園及び保育所を集約し、認

定こども園へ再編を行うとしておりますの

で、幼保連携型認定こども園として再編す

る計画です。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 御質問の２の１、社会教育、体育施設に

ついて、生涯学習部より御答弁申し上げま

す。 

 市民プールの利用状況ですけども、令和

５年度は２万517人、令和６年度は１万9948

人、令和７年度は１万5141人です。 

 総合体育館の利用状況ですけれども、令

和５年度は22万9320人、令和６年度は23万

8520人、令和７年度は24万766人でございま

す。 

 中央体育館の利用状況でございますけれ

ども、令和５年度は４万6751人、令和６年

度は４万6445人、令和７年度は４万5810人

となっております。 

 次に、公民館、青少年会館の設置数でご

ざいますけれども、現在、市内で18館にな

ってございます。また、それらの所在地を

中学校区別に分類をさせていただきますと、

岸城校区で１館、光陽校区で１館、葛城校

区で３館、久米田校区２館、春木校区３館、

山滝校区１館、山直校区１館、北校区２館、

桜台校区２館、野村校区１館、土生校区１

館となります。 

○友永修議長 

 山田教育総務部長。 

○山田潤教育総務部長 

 公立施設の再編の子育て施設に関して、

教育委員会への御質問です。御答弁いたし

ます。 

 小中学校の小規模化という問題につきま

しては、メリットが言われる反面、人間関

係の固定化、多様性の不足、活動の制限な

ど教育環境への影響の懸念というのがやは

りあることから、私どもとしましては引き

続き適正規模、適正配置の計画に取り組む

こととして、小規模化が著しい地域を訪問

しまして、関係性を高めるために訪れなが

ら、協議再開に向けた準備というのを進め

ておる状況です。 

 あわせまして、まちづくりの観点という

のが非常に重要視されてまいりますので、

庁内の関係各課と検討というのを積極的に

行っているほか、適正化の取組を進めてい

る自治体にも視察調査を行っているところ

でございます。 

 また、市長のタウンミーティング等も始

まっておりますので、そこで出されている

御意見等も踏まえまして、よりよい解決策

を見いだすよう努めてまいる所存でござい

ます。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 御質問の２、公共施設再編についてのう

ち、総合計画の６圏域について御答弁いた

します。 

 ６圏域につきましては、総合計画、将来

ビジョン・岸和田の基本構想におきまして、

圏域それぞれを１つのまちと捉え、商業、

教育、文化などの環境が整い、日常生活が

営める最も大きなコミュニティーの単位と

して設定しております。基本構想は2034年

まででございまして、この６圏域につきま

しては現時点で見直しする予定はございま

せん。 
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○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 答弁を頂きました。 

 まず、岸和田市こども計画策定について

質問させていただきます。 

 令和10年度から計画を推進するというこ

とです。大変ハードスケジュールではない

かというふうな懸念もするわけですけども、

同時に現在ある子ども・子育て事業計画、

そして新たに設置されるこども貧困対策、

こども・若者計画、ひとり親家庭自立計画

など国の指針に基づく計画も策定はしなけ

ればならないということで、今後の子育て

会議での丁寧な運営、十分な議論が保障さ

れることが重要です。 

 今回のこども計画において、以前、私は

子どもの権利条約との関連で質問を行いま

した。日本では子供の人権が守られていな

いことへの国連からの警鐘も受け、やっと

国も計画策定し、本市でも計画が策定され

ようとしています。今回のこども計画で、

子供の人権についてどこまで突っ込んだ計

画になっているのか、一番肝腎なことだと

思います。子供の人権、子供の意見表明、

参画の促進などを保障される内容を盛り込

んだ計画になるのかお示しください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 現時点では、国の指針や既存計画との整

合性を確保しながら、子供、若者の声を計

画に反映していくことが重要であると考え

ております。 

 子供の人権保障や意見表明及び参画の促

進につきましては、こども・若者計画の重

要な柱の１つとして位置づけていく必要が

あると考えております。具体的には、こど

も・若者会議に加え、アンケートや個別の

意見聴取など、子供、若者の声を計画策定

や今後の施策に反映できるよう検討してま

いります。また、子供が安心して相談でき

る体制や意見が尊重される仕組みを整える

ことで、権利の保障となるよう努めてまい

ります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 他市では、子供の権利を守るために、こ

ども計画とは別に子どもの権利条約を策定

している自治体も多くあります。今回、こ

の計画で子供の意見表明や参加の促進につ

いてどのように具体的に保障していくか、

明確にぜひしていただくようよろしくお願

いをします。 

 また、子供、若者に対しアンケートや個

別の意見聴取などを行い、計画に反映させ

るという取組が本当に大事だと思います。

どのような手法で行うのか、これからだと

思いますが、大変ではありますが、ぜひ丁

寧に行っていただきますようよろしくお願

いをいたします。 

 また、今回、若者という視点が追加をさ

れています。若者の自立と社会参加、主体

的な社会参加機会の拡充など、若者の自立

を地域全体で支える仕組みや困難を抱える

子供、若者、家庭を支える取組なども必要

になると考えますが、こども計画へどのよ

うに反映されるのか、現時点での方針をお

示しください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 現在、こども計画の策定に向けた準備を

進めている段階でありまして、現時点にお

いて具体的な施策や取組を確定しているも

のではございませんが、こども計画の策定

を進める中で、国及び大阪府の動向や子供、
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若者の意見なども踏まえ、若者の自立と社

会参加への支援の在り方について、計画へ

の反映を図ってまいります。特に、社会的

孤立、就労、家庭環境など様々な困難を抱

える子供、若者やその家庭につきましては、

福祉、教育、就労等において関係機関や地

域と連携した支援につながる取組について

検討してまいりたいと考えております。 

 また、若者が支援される側としてだけで

はなく、地域や社会を共につくる主体とし

て、地域活動やボランティア活動などに参

画できる機会の充実についても併せて検討

していく予定です。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 今、まだ第１回目の策定委員会が始まっ

たばっかりです。今回のこども計画の策定

が、岸和田の子供、若者の人権が守られ、

いろんな場面で意見表明や社会参加への参

画が促進される計画になることを強く求め

るものです。 

 また、今回のこの議論でコンサルの提案

を承認するようなそういった議論にならな

いよう、市の主体的な議論を行えるようぜ

ひ保障していただきたい。岸和田市らしい

計画を策定されることを求め、この質問は

終わります。 

 次に、公共施設の統廃合に関わって、ま

ず市内の体育施設についてお伺いをします。 

 まず、プール、中央公園の利用人数を示

していただきました。スポーツのまちを目

指す本市として、これからもスポーツので

きる環境を整える必要があると感じていま

す。 

 そこでプールについてですが、先ほど御

答弁ありましたように、年間約１万5000人

の方が利用されているということです。今

後、利用人数を増やすためにも、市内屋内

プール１か所でいいのか、１か所に決めた

経過についてお示しを下さい。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 屋内プールの整備箇所数や規模につきま

しては、近年の市民プール等やまなび中央

公園プールの利用者数、屋内プールで受け

入れる学校水泳授業の人数や回数、民間を

対象としたサウンディング型市場調査等を

踏まえまして、令和６年２月に策定をいた

しました屋内プール整備方針におきまして

１か所、この１か所といいますのは25メー

トルプール８レーン程度と幼児用プールに

なりますけども、この１か所が適正規模と

整理をいたしました。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 今年も大変暑い夏ではありましたが、多

くの方々が市民プールを利用されていまし

た。今年の実績はまだ出てないようですが、

例年より多くの市民が近くの市民プールを

利用されているように思います。 

 ただ、気軽に市民が利用できるプールと

して、中央公園だけでいいのか。今回示さ

れた年間約１万5000人、学校の授業も含ま

れるという人数であります。中央公園だけ

で受け入れられるのか。 

 今まで身近にあったプールがなくなり、

遠くなってしまうわけです。アクセスの問

題については方針が明確になっていないと

思います。今後の検討課題として、アクセ

ス、山手地域の子供たちが通える手段につ

いての検討はどのようになっているのかお

示しください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 
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 屋内プールへのアクセスにつきましては、

現在、民間事業者へのヒアリング等を行っ

ているところでございまして、開設までの

間に、市内各地からの距離や交通の便、費

用負担などの点につきまして十分に調査検

討をしてまいります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 アクセスについて検討されているという

ことです。今ある市民プールの改修と費用

負担の比較検討も行い、存続の可能性も探

っていただきたいというふうには思います。 

 次に体育館についてですけれども、中央

体育館で約４万5000人前後の年間利用者が

あります。現在の利用者の方々が引き続き

利用できるようにしなければなりません。 

 中央体育館の建て替えの議論が出ていま

す。場所の問題も含め、どのように考えて

いるのかお示しください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 中央体育館につきましては、市民スポー

ツ大会を含みます市民の専用使用でありま

すとか、スポーツ教室などのクラブ活動等、

大変稼働率が高い施設になってございます。 

 しかしながら、昭和41年に供用を開始し

てから今年で60年が経過をしてございまし

て、毎年必要な補修は行っているところで

ありますけれども、施設の老朽化は進んで

いる状況です。そのために、令和３年３月

に策定をいたしました岸和田市立社会体育

施設再編基本方針に基づきまして、場所の

選定でありますとか他の施設との複合化を

含めまして、引き続き関係各課と連携して

検討を進めてまいります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 公共施設が浜手に集中しています。人口

推移を見ても、東岸和田駅周辺の住宅建設

や尾生久米田の区画整理事業に伴う人口増

加、またゆめみヶ丘での開発など、山手に

人口増加の傾向があります。体育施設の必

要性もあります。山手地域にも屋内プール

を望む声もお聞きをしています。例えばプ

ールと体育館の複合施設を山手に造るなど、

総合的に考えることが必要だと思うのです

が、いかがですか。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 先ほど御答弁させていただきましたとお

り、屋内プールは１か所が適正規模と現在

整理をさせていただいているところでござ

います。 

 加えて、屋内プールの整備計画地の整理

に当たりましては、１つ目に市民がアクセ

スしやすい場所、それと２つ目に市内の学

校園からアクセスしやすい場所、３つ目に

学校園の送迎用大型バスの出入りが可能で

ある場所、４つ目に駐車場用地を含めまし

て十分な敷地面積が確保できる場所、５つ

目に周辺施設の状況を踏まえまして、市民

の利便性でありますとか地域の魅力向上等

の相乗効果が期待できる場所を立地条件と

いたしまして、これらの条件を満たす場所

として、中央公園のフィーエルヤッペン跡

地及び中央公園の駐車場の一部を選定させ

ていただいたところでございます。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 中央公園の屋内プールの必要性について

は理解をしています。ただ、１か所でいい

のかというときに、今議論が出ている中央

体育館の建て替え等の検討、場所の問題も



- 7 - 

含め検討できないのか、お尋ねをいたしま

す。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 これも先ほど御答弁させていただいたと

おりなんですけれども、中央体育館の在り

方につきましては、場所の選定であります

とか他の施設との複合化を含めまして、引

き続き関係各課と連携をさせていただいて

検討を進めてまいります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 プールや体育館といったスポーツ施設を

山手地域に検討することは、大規模災害の

ときの避難施設としてのリスク分散として

重要だと考えます。ぜひそのような視点も

含め、事後検討のほう、よろしくお願いを

いたします。 

 次に、公民館の設置数をお示しいただき

ました。全ての中学校区に１か所以上はあ

ることを確認しました。 

 公民館の今後の再編計画について、どの

ようになっているのかお示しください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 公民館、青少年会館の再編でございます

けれども、令和３年３月策定の岸和田市立

公民館及び青少年会館再編基本方針に基づ

きまして実施をしているところでございま

す。指針の１つとしてお示しさせていただ

いてますとおり、市民の生活圏を念頭に置

きつつ、今後の人口規模に応じた施設数や

適正規模を検討してまいります。 

 また、令和５年９月策定の岸和田市公民

館及び青少年会館再編第１期実施計画にお

きましては、耐震性に欠けるために利用の

安全性が確保できないものであったりとか、

施設間の利用者の生活圏が近接をし、再編

によって利用のための移動に大きな困難を

来さないものを最優先に統合の対象施設と

して選定をいたしました。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 社会教育施設は、地域コミュニティーの

拠点となる重要な施設であります。老朽化

している施設もあります。計画的な建て替

えも含め、今後も維持していくことを望む

ものであります。 

 次に、学校統廃合についてお尋ねをいた

します。 

 引き続き取り組むということですが、現

在まで進んでいないことから、この計画案

そのものに問題があるとして、見直す必要

を以前から求めていました。見解をお尋ね

します。 

○友永修議長 

 山田教育総務部長。 

○山田潤教育総務部長 

 少子化の進展によりまして、市内の児童

生徒数も減少し続けております。今現在、

１学年１クラスの学校が小学校では６校、

中学校では１校、中でも複式学級規模とな

っているような学校もありまして、学校の

小規模化というのも進んでおります。子供

たちの教育環境への影響というのが懸念す

るところでございます。 

 この現実に対しまして、教育委員会とし

ましては、児童生徒によりよい教育環境を

保障し、学校教育というのを充実していく

ことを第一に考えまして、適正化の取組と

いうのは継続して行っていく必要があると

いう考え方に変わりはございません。 

 計画については、従前、前提条件がござ

いましてから変化がございましたので、そ
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のまま進めることというのが現状難しくな

っておりまして、その案の修正等を含めま

して、今後の対応について今検討をしてい

るところでございます。 

 適正化の取組については、地域の御理解

なしには進められないものというのはもう

当然のことでございますが、その地域の保

護者と地域の方々と丁寧に協議をしながら

も、私どもとしましては子供たちの教育環

境というのを第一に考えて協議を進めてま

いろうと思います。今後の地域の学校の在

り方について、引き続き協議、検討を進め

てまいりたいと考えてございます。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 今の回答で、前提条件に変化があり、そ

のまま計画を進めることはできないという

考えから、計画案の修正も含め今後の対応

策を検討するということです。当該統廃合

に係る子供たちも含め、地域の方々との協

議をこれからも十分に行っていただくこと

を確認しました。 

 熊本地震でも、避難所の問題も改めて明

らかになりました。防災拠点となる施設で

もある学校です。そのことも踏まえた統廃

合の在り方に向け、十分な検討をお願いい

たします。 

 次に、幼保の再編についてお尋ねをいた

します。 

 今後、幼保再編を推進していく上で、現

在の６圏域の考え方に無理があるのではと

考えています。特に山手地域では幼稚園の

小規模化による休園や閉園が想定される中、

子育ての施設が全くなくなってしまう、い

わゆる空白地域になってしまうのではない

かという懸念が出されています。今後の方

針についてお示しください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 幼保再編において、基本的には現在の３

次生活圏を単位といたしまして原則１か所

の市立認定こども園を設置するとともに、

民間施設を誘致し、公立と民間がバランス

よく教育、保育を提供できる整備を目指し

ております。 

 一方で、御指摘の山手地域をはじめ、地

域によって児童数や保育需要、施設の利用

状況が異なることから、単に現在の圏域や

施設配置を固定的に捉えるのではなく、今

後の児童数の推移を見極めながら、需要と

供給のバランスを分析していくことが必要

であると考えております。具体的には、保

護者をはじめとする利用者ニーズを把握し、

施設までの距離や送迎の状況など地域の実

情を踏まえながら、必要な教育・保育環境

を提供できるよう検討しているところでご

ざいます。 

 地域において子育て施設がなくなるいわ

ゆる空白地域が生じないよう、引き続き公

立施設と民間施設の適切な配置に努めてま

いります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 くれぐれも子育て施設がなくなってしま

う空白地域をつくらないように、今ある幼

稚園の存続も踏まえて十分な検証をお願い

いたします。 

 次に、総合計画におけるまちづくりの視

点から御質問をさせていただきます。 

 小学校区単位、中学校区単位の位置づけ、

また、ゆめみヶ丘の開発や泉州山手線の延

伸など、まちづくりの見直しが今必要では

ないかと思います。また、東岸和田駅の開

発による人口動態の変化など、牛滝の谷や

葛城の谷など市街地と山手の地域では同じ
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課題を共有することが困難な状況になって

いるのではないかと思うわけですけども、

再度、圏域の見直しの必要性についてお答

え願えますか。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 先ほど御答弁申し上げました圏域につき

ましては、基本構想におきまして、２つか

ら３つの中学校区をまとめた単位として設

定しております。また、ゆめみヶ丘岸和田

や泉州山手線の延伸、東岸和田駅周辺につ

きましては、都市構造における軸及び拠点

として現在設定しておるところでございま

す。 

 人口動態など、まちの状況は変化してお

りますので、議員御指摘のとおり、圏域の

考え方につきましては次期総合計画策定の

際には検討を進めてまいります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 先ほどありましたように、次期総合計画

の見直し、2034年までの計画になっていま

す。そこまでは待てないのではないかと思

います。 

 現在の計画で、総合計画の第１期基本計

画が今年度終わり、2023年度から2026年度

の４年間の計画が終わります。本来ならば

市長の任期に合わすこととなっているわけ

ですけども、前回より市長選挙の時期がず

れています。この問題を解決せずに進めて

いいのか、お尋ねをいたします。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 総合計画、将来ビジョン・岸和田の策定

に当たりましては、市民アンケートや事業

者・団体ヒアリングにより本市に関わる皆

様から幅広く意見を聴取し、また40回にわ

たるまちづくり市民懇話会を実施するなど、

行政だけで策定したものではなく、市民、

事業者をはじめ、言わば本市で活動する皆

さんでつくり上げた計画でございます。 

 令和７年第２回定例会におきまして御答

弁いたしました内容と重複するところもご

ざいますけども、前提としまして、基本構

想は市長が交代することによって見直すこ

とを想定していないものの、議員御指摘の

とおり、現在の将来ビジョン・岸和田の基

本計画期間は市長の任期も考慮した上で４

年としているところでございます。 

 現在、４年の計画期間を踏襲しました第

２期基本計画の策定作業を進めているとこ

ろではございますが、次期総合計画の策定

も見据え、計画期間につきましても市長の

任期と整合性を図るよう、今後は見直しを

検討してまいります。 

○友永修議長 

 岸田議員。 

○24番 岸田厚議員 

 総合計画のまちづくりが市の公共施設の

再編に大きく関わっています。いろんな統

廃合計画をするのにも、やはり圏域を加味

した形での計画がされているわけですけれ

ども、まちの変化がすごく起こっています。

特に先ほど言いました牛滝の谷や葛城の谷

では、山手と浜手の課題が全く変わってき

ています。一方では子供が多くなって、ど

ういった形で保障をしていくのか。山手地

域では人口が減っていって、どういったま

ちづくりをしていくのか。それを同じ圏域

として考えることに大変無理が生じてきて

いるというふうに感じるわけであります。

災害を含め、地域のコミュニティーを維持

していくことを一番に考えた施設の統廃合

が今本当に求められているのではないでし

ょうか。 
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 そういった意味では、この基本である総

合計画、これについてはぜひ検討をしてい

ただき、また岸和田市にとってどういった

施設の配置が必要なのか、ぜひ検討してい

ただきますようよろしくお願いしまして、

私の質問を終わります。 

○友永修議長 

 次に、米田議員。 

   （20番 米田貴志議員登壇） 

○20番 米田貴志議員 

 公明党の米田貴志でございます。今回、

私が取り上げますトピックは２つでござい

ます。 

 １点目はデジタルディバイド対策をメイ

ンとし、これは以前にも取り上げ、本市が

デジタル化を進めるに当たり、誰一人取り

残さないデジタル化を進めることに主眼を

置いて登壇をいたしました。今回もメイン

のテーマは変わりませんが、提案させてい

ただいた取組の進捗状況や、新たなディバ

イド対策の提案をさせていただきます。 

 ２点目も、以前に質問いたしましたふる

さと納税についてでございます。これまで

も、このテーマについては私だけではなく

様々な角度から他の議員も質問をされてお

り、それだけ関心事項であろうかと思いま

す。 

 皆様も御承知のとおり、ふるさと寄附の

現状は寄附額や件数とも全国的に高水準が

続いており、かつ自治体間の競争も激化し

ております。寄附額や件数の増加基調にあ

る一方で制度運用は厳格化しているだけに、

各自治体には戦略性というものがより求め

られていることから、本市の取組、その足

元の確認や視点、そして戦略などについて

質問をさせていただきます。 

 それでは、議長の発言の許可の下、通告

に従い質問に移ります。理事者の皆様には

建設的で具体的な答弁を求め、この間、議

員各位には御清聴賜りますようお願いをい

たします。 

 まず１点目、デジタル化における本市の

支援策について伺います。 

 令和３年第２回定例会で総務省のデジタ

ル活用支援推進事業に触れ、質問をいたし

ました。そして、同年から本市ではスマホ

教室がスタートいたしております。それは

それで大切な取組でございますが、その取

り組むための理由を明確に本市の計画に位

置づけておくことが必要と考え、翌年の令

和４年第４回定例会で、本市がデジタル化

を進めるため策定をいたしました第２次岸

和田市情報化推進計画に欠けていた市民に

対するデジタルディバイド対策を本市の計

画に位置づけることを求め、現計画である

岸和田市行政ＤＸ推進計画に位置づけをし

ていただきました。 

 資料１を御覧ください。ポイントと書い

ているところでございます。このことで、

本市として明確に取り組むことが義務づけ

となり、また取り組むための予算も獲得し

ていかなければなりません。そして、その

位置づけに従い、デジタル化を進める中、

その受け手となる市民に対し、デジタル化

への不安などを払拭していただくべくスマ

ホ教室などをこれまで展開していただいて

いることに感謝をしたいと思います。重ね

て、市の担当者が開催される全ての会場に

出向かれて、状況確認や受講者、講師の声

に耳を傾けてくださっていることにも改め

て感謝をしたいと思います。 

 そこで、まずはこれまでの状況とそれら

の結果やアンケートなどを踏まえ、今後の

取組についてお示しを頂きたいと思います。 

 続いて、本市のふるさと寄附の現況につ

いてお尋ねをいたします。 

 ふるさと寄附は、自主財源の確保に加え、

岸和田市の魅力を全国へ発信し、地域産業



- 11 - 

の振興や関係人口の拡大にもつながる重要

な取組であることは皆様も御承知のとおり

でございます。 

 本市においても、返礼品協力事業者の募

集を継続し、寄附金の使い道を明示するな

ど、制度の充実に努めております。令和８

年度の施政方針では、ふるさと納税の各種

イベントへの出展、本市の魅力発信、返礼

品提供事業者との連携、新規返礼品の開拓

により寄附額の増加を図る考えが示されて

おります。あわせて、企業版ふるさと納税

についても、企業への働きかけやトップセ

ールスを強化する方針が示されております。 

 また、令和７年度からは中間事業者を導

入し、本市の取組のアップデートに努めら

れている中ではありますが、現状を鑑みる

と非常に厳しい現実が突きつけられており

ます。 

 既に皆様も御存じのこととは存じますが、

資料、飛びますが、５を御覧ください。残

念ながら、御覧のとおり、令和２年をピー

クに右肩下がりの状況でございます。この

現状を踏まえ、私を含め多くの議員が復活

を願っての質問や提案をされてきましたが、

いまだその回復基調が見えません。 

 以前に指摘をいたしましたふるさと寄附

のページの整理も行われているようであり、

先ほども申しました令和７年度から中間事

業者を導入し、新たな体制で取り組んでい

る中であり、即効性の効果を期待すること

は難しいとは思いますが、本市としてこの

現状をどう捉えているのか、まずは見解を

求めたいと思います。 

 以上で壇上からの質問とし、これ以降は

自席で続けさせていただきます。ありがと

うございます。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 御質問の１、デジタル化における本市の

支援策について御答弁いたします。 

 令和３年度以降、総務省のデジタル活用

支援事業などを利用し、スマートフォン教

室を開催してまいりました。令和７年度ま

での５年間に、延べ1154人の方に受講いた

だきました。これまでの受講者アンケート

では、もっとスマートフォンを活用したい、

使い方を復習したい、別の講座も受講した

いといった前向きな意見が多く寄せられて

おり、スマートフォンの基本的な操作方法

を学ぶ機会だけでなく、継続して学習や相

談ができる機会を求める声もあるものと認

識しております。 

 こうした状況を踏まえ、令和８年度につ

きましては総務省の補助事業がなくなった

ことから、市単独の取組として、これまで

実施してきたスマートフォン教室を引き続

き実施するとともに、新たな取組として、

地域におけるスマートフォン操作支援の担

い手を育成するスマホサポーター養成講座

を実施することとしております。具体的に

は、10月下旬から11月にかけましてスマホ

サポーター養成講座を３回、11月下旬から

12月上旬にかけましてスマートフォン教室

を３回開催する予定としております。 

 また、スマホサポーター養成講座の受講

者は、希望に応じてスマートフォン教室の

講師補助として参加し、実際の参加者への

支援を通じて実践経験を積むことができる

仕組みとしております。 

 こうした取組を通じて、スマートフォン

の操作に不慣れな方への支援を行うととも

に、地域で継続的にデジタル活用を支える

担い手の育成につなげ、デジタル格差の解

消を図ってまいります。 

 続きまして御質問の２、ふるさと納税の

現況について御答弁申し上げます。 

 議員御指摘のとおり、本市に御寄附を頂



- 12 - 

いている状況は年々減少しており、目標達

成に向け増加に転じたいとの思いであり、

まずは原因分析が必要であると考えており

ます。 

 令和２年をピークに迎えた本市のふるさ

と寄附の状況ですが、本市の返礼品の代表

例であるＹｏｇｉｂｏが好評であったこと

が主要因であります。その後の減少は、Ｙ

ｏｇｉｂｏ以外の新規展開の不足や、Ｙｏ

ｇｉｂｏも含んだＰＲ戦略が十分でなかっ

たものと捉えております。また、これまで

の展開の中で、本市における強みや弱み、

また他市の取組動向調査など十分な分析を

行えていなかったこと、そしてＹｏｇｉｂ

ｏが好調に推移する中で単調な展開になっ

ていたことなども考えられます。 

 そのような観点から、それらを勘案して

より戦略的な体制の構築が必要と考え、令

和７年度から中間事業者を導入し、それら

戦略的に不足していた部分のリカバーから

取り組み、現状打破へ力を注いでいるとこ

ろです。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 今、壇上のほうから質問をさせていただ

きまして、それぞれ答弁を頂きました。ま

ずは、デジタル化における本市の支援策に

ついてを続けさせていただきたいと思いま

す。 

 壇上からは、これまでの取組の振り返り、

そして現状、また今後の取組についてお尋

ねいたしました。答弁では、スマホ教室の

受講者は、過去５年間の延べ人数ですが、

1154人とのことでございました。この間、

御熱心にも岸和田市側のスケジュール、こ

れに合わせて御来場くださいました市民の

皆様に改めて感謝を申し上げたいと思いま

す。 

 それらをまとめますと、このようになり

ます。資料２でございます。御覧ください。

この表には、先ほどありました令和３年度

はちょっと含まれておりませんが、４年、

５年、６年、７年、４年間では1120人にな

るわけでございます。 

 さて、スマホ教室でございますけども、

皆様、ぱっと見てお気づきになることがあ

ろうかと思います。令和４年、５年、そし

て６年、７年、この２か年をそれぞれ比較

いたしますと、参加者、開催回数も含めて

ですが、大きな開きがございますが、この

理由についてお示しを頂きたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 スマートフォン教室の開催に当たりまし

ては、総務省の補助事業であるデジタル活

用支援推進事業の地域連携型を活用し実施

してまいりましたが、令和６年度から制度

の変更により、地域連携型を活用できない

状況になりました。そのため、別途、大阪

府との連携による講師派遣や総務省の補助

事業の講師派遣型を活用し実施したため、

実施方法の変更が影響したものと考えてお

ります。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 今の答弁でいきますと、制度変更により

実施方法を変えざるを得なかったことに起

因するということでございます。そういっ

た状況があったというふうに思うわけでご

ざいますけども、やっぱりこの開催回数と

いうのに大きな差が出ているということ、

これは一定考慮をしていただく必要があっ

たのかなというふうに思うわけでございま

すので、今後も対象となる方々が１人でも

多く御参加できますよう鋭意御検討いただ
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きたいと思います。 

 さて、先ほど今後の取組についてお示し

いただいた答弁の中に、スマホサポーター

養成講座と発言がございました。この件に

ついてちょっと伺います。 

 以前にデジタルディバイド対策の一環と

して、国の規定によるデジタル推進委員、

この拡充を求めたことがございました。こ

れは、各地域にスマホの操作など、不慣れ

な方々に適宜アドバイスができる体制を構

築するために必要不可欠との視点から求め

たものでございます。 

 恐らく、この国の規定によるデジタル推

進委員というのはほぼ集まっていないので

はないかなと思っております。その上で、

以前に渋谷区など先進的に自治体オリジナ

ルの推進委員の養成に取り組む自治体の事

例を幾つか紹介させていただき、本市でも

岸和田オリジナルの推進委員を任命して拡

充に努めるよう提案をさせていただいたこ

とがございますが、このことにスマホサポ

ーター養成講座は関連しているのか、見解

を求めたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 議員御提案のとおり、地域でデジタル操

作等のサポートができるデジタル推進委員

の取組は重要と考えております。一方、国

が定めるデジタル推進委員につきましては、

これまで市として制度の周知や活用を十分

に進めるまでに至っていない状況でござい

ます。 

 今年度実施するスマホサポーター養成講

座につきましては、議員から御提案いただ

いた岸和田オリジナルでの推進委員につな

がる取組と考えております。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 分かりました。いよいよここ岸和田にお

きましても、オリジナルのデジタル推進委

員制度が始まるということでございます。

しっかり大きく、髙井さん、期待をしたい

と思いますので、よろしくお願いしたいと

思います。 

 昨年の第４回定例会で、本市においても

各市民センターで予約不要で随時受付でき

る体制を取ることはもちろんのこと、各校

区、そしてもしくは各町会で高齢者をはじ

めスマホが苦手な方々に対しての相談会、

こういったものが開けるよう、相談窓口の

幅を広げるべきというふうに求めたことが

ございました。 

 そのときの答弁には、本市は、「地域で

１年を通して気軽に相談できる場があれば、

デジタルに不安を抱える高齢の方にとって

も心強いものと考えられます。我々も、そ

の点がゴールだというように思っておりま

す」と答弁いただきました。すばらしい答

弁ですよね、これは。そして、そのような

環境づくりを目指していくためには、持続

的に運用できる体制や人材育成の仕組みを

整えることが必要になってまいります。間

は中略しますが、こうした課題の解消に向

けて一つ一つ検討しながら進めてまいりま

すと答弁を頂いております。 

 さっき言いました最終ゴールというのは

私も全く同感でございますので、この共有

している最終ゴールを目指し、ここへ向け

て一歩踏み出したかなというふうに認識を

いたしておりますので、これからも鋭意努

力をしていただきますよう求めておきたい

と思います。 

 もう１点、確認をさせていただきます。 

 障害や身体機能の低下された方々の場合

は、操作を補助する機器や器具が必要とさ

れる場合も多分にあることが想定されるこ
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とから、日常生活用具の給付の制度の活用

なども併せて障害の状況に応じた人的や機

材的サポートが行える体制の構築を要望い

たしましたが、この点についての進捗状況

をお示しください。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 議員御指摘のとおり、障害のある方に対

するサポート体制の構築は課題として認識

しております。聴覚障害者向けの取組とい

たしましては、公益財団法人大阪聴力障害

者協会が、大阪府民を対象に聴覚障害者向

けのデジタル学習会を令和３年度、令和５

年度に総務省の補助事業を活用し実施して

おりますが、本市での実施には至っており

ません。 

 また、令和５年度から令和７年度におき

ましては、大阪府において公民連携の取組

として、府民対象に視覚障害者向けのスマ

ートフォン教室が府内で実施されておりま

すが、近隣での開催には至っておりません。 

 そうした中で、本市としましても、大阪

府や関係機関と連携し、障害の状況に応じ

た取組を本市や近隣での実現に向けて検討

を進めてまいります。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 いまだ実現に至っていないということで

ございました。これは本当に残念だという

ふうに思うわけでございますが、しかしな

がら、皆さんのほうでもやっぱりしっかり

アンテナを張っていただいているという状

況は理解をさせていただきたいと思います。 

 また、障害を持った方々へのサポート体

制の構築というのはそんなたやすくないこ

とも想像できるわけでございます。しかし、

これまでしっかりアンテナを張っていただ

いていますとおり、今後も大阪府の担当部

局とこういった方々と連携を取りながら、

実現に向けて取り組まれることを求めてお

きたいと思います。 

 改めて確認をしておきますが、資料３、

これを御覧いただきたいと思います。本市

において、デジタル化を進めるため、行政

ＤＸ推進計画に目指すべき５つのビジョン

がございます。その03、「やさしいデジタ

ル化として、誰ひとり取り残されない、人

にやさしいデジタル化を目指します」と記

載をされており、これは重要な市民との約

束事となっております。その観点からも、

障害の状況に応じた人的や機材的サポート

が行える体制の構築も併せて求めておきた

いというふうに思います。 

 さて、ここで１点提案をさせていただき

たいと思います。 

 デジタルディバイド対策として、これま

でスマホ教室を中心に操作などに不安を抱

える方々への対応に取り組んでいただいて

まいりましたが、もう１つ大きな課題がご

ざいます。それは、スマホ自体をお持ちで

ないという根本的な課題がございます。そ

の課題の解決につなげようとする観点から、

東京都内で展開されております65歳以上の

方を対象といたしましたスマホ購入費用の

助成事業を実施し、本市が進めるデジタル

化においてもやはり先ほどの文言のとおり、

誰一人取り残されないというふうになって

ますので、人にやさしいデジタル化を実現

するためにも１人でも多くの市民がその恩

恵を受けられるようすべきと考えておりま

すが、見解を求めたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 スマートフォン購入費用の助成事業につ

きましては、議員お示しの東京都では65歳
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以上を対象に、マイナンバーカードを取得

または申請中の方で、初めてマイナンバー

カード対応のスマートフォンを指定店舗で

購入し、市公式ＬＩＮＥへの登録、費用及

び操作などの説明を受けた人など要件を定

め、スマートフォン本体購入費及び充電器

購入費、事務手数料、データ移行料、アカ

ウント設定料を補助しております。 

 行政サービス等のデジタル化を進める中

では、多くの市民がデジタル化による恩恵

を受けられるような環境づくりは必要であ

るというふうに考えております。その中で、

スマートフォン購入費等補助はスマートフ

ォンの利用開始を後押しし、行政情報の取

得やオンラインサービスの利用促進につな

がることが期待されるものと認識しており

ますが、対象者の範囲、補助額の設定、財

源の確保など検討すべき課題もございます。

そのため、購入補助の有効性や他自治体の

事例を踏まえつつ、スマートフォン教室や

相談支援といった利用支援との組合せも含

め、実施に向けて制度設計について検討し

てまいります。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 確認をいたします。答弁でございますが、

スマートフォン購入費等補助はスマートフ

ォンの利用開始を後押しし、行政情報の取

得やオンラインサービスの利用促進につな

がることが期待されるものと認識している

との答弁がございました。本当にそのとお

りだと思うわけでございます。デジタル化

の恩恵を受けていただける市民をいかにし

て増やしていくのかが大切であると同時に、

それは今後の行政運営に多大な恩恵をもた

らすことにもなります。言わばデジタル化

による好循環が生まれてくるわけでござい

ます。 

 この秋に予定されております地域ポイン

トは、スマホをお持ちでないと受けること

ができないわけでございます。また、紙媒

体による商品券が次回以降にあるとも限ら

ないわけでございます。 

 本市は、今後もデジタル化を進める計画

にのっとって着々と進捗していくものと思

いますが、その都度、恩恵をお受けいただ

ける市民が増えなければならないと思いま

す。答弁にも、購入補助の有効性や他自治

体の事例を踏まえつつ、スマートフォン教

室や相談支援といった利用支援との組合せ

も含め、実施に向けて制度設計について検

討してまいりますとございました。できれ

ば令和９年度からスタートできますよう、

しっかり予算要求をしておいていただきた

いなと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 さて、続きまして資料４を御覧ください。

現計画は令和10年度までの計画であるわけ

でございます。となりますと、当然のこと

ながら、令和９年は現計画の精査が行われ、

最終年の令和10年には新たなデジタル化を

推進する計画が策定されるものと考えます。 

 市内には、まだまだスマホをお持ちでな

い方、操作に不案内な方々、特に御高齢者

にその傾向があるようでございますが、本

市の高齢化率は７月31日時点で29.6％で、

約５万2907人という統計がございます。も

ちろん、65歳以上の方全てがデジタルディ

バイドの対象ということではございません。

逆に、今回の取組の中で推進委員になって

くださる方もおられるかも分かりません。

ただ、11年度以降も誰一人取り残されない

やさしいデジタル化を目指すためにこのデ

ジタルディバイド対策は継続していく必要

性があると考えますが、本市の見解を求め

ます。 

○友永修議長 
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 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 デジタル化は今後も進展していくものと

認識しており、それに伴い、デジタル機器

の操作に不慣れな方への支援は引き続き必

要であるというふうに考えております。 

 本市といたしましては、現計画に基づく

取組を進める中で、令和11年度以降につき

ましても社会情勢や市民ニーズの変化を踏

まえながら、必要な対応を継続して検討し、

引き続きデジタルディバイド対策に取り組

んでまいります。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 ありがとうございます。まず、これまで

の質疑におきまして建設的な答弁を頂いた

ことに感謝を申し上げたいと思います。 

 デジタル化の推進を図るということは、

市民の利便性を大きく向上させると同時に

行政運営の効率化も図ることになり、両面

で大きなメリットがございます。そして、

行政の効率化が進む中で財源も生まれてく

れば、新たな市民サービスを想像して実現

する好循環にもつなげることが可能となっ

てまいります。 

 これからも、デジタル化は市民の皆様の

新たな恩恵を生み出すものである、こうい

った姿勢を大切にしていただきまして、あ

らゆるサポートの方法の検討を重ね、今後

も取り組まれることを願いましてこの質問

は終わらせていただきます。 

 続きまして、２項めの本市のふるさと寄

附の状況につきまして質問を続けさせてい

ただきます。 

 壇上から、右肩下がりの現状や中間事業

者の導入など、本市の現況について尋ねま

した。これはもう皆様も御承知だと思いま

すが、一言で言うとＹｏｇｉｂｏ頼みにな

っていたということかと思います。しかし

ながら、それだけ本市のサイトに注目も集

まっていたということでもあるわけでござ

います。残念なのは、他の産品にその広が

りを見せられなかったことにあるのかもし

れません。そのようなことを踏まえ、令和

６年にはサイトページの一新を求め、現在

は改善されているようでございます。 

 もう一度、先ほどの資料５、これを御覧

いただきたいと思います。繰り返しますけ

れども、昨年は２億5000万でございます。

約２億5300万です。そして、赤の棒グラフ

で示しておりますが、今年度のふるさと寄

附の目標額は８億1000万でございます。単

純に現在の状況から鑑みると、かなりハー

ドルが高い目標になっていると思います。 

 しかしながら、掲げてる以上は目指さな

ければなりません。恐らく市側にはその根

拠となるもの、こういったものがあるのか

と思いますが、見解を求めたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 2026年を最終年度とします総合計画第１

期基本計画におきまして、2023年の計画策

定時に基準としました2021年実績を上回れ

るように10億円を目標値としているところ

でございます。こちらの目標には至ってな

い状況ではありますが、現状に合わせた下

方修正ではなく、目標を維持したまま、そ

こに向けての寄附金増収を目指したいとい

うふうに考えております。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 もう今の答弁で皆様もいろいろ御想像が

つくかと思いますが、いわゆる総合計画に

基づいた数字ということでございます。目

標には至らないが、下方修正することなく
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取り組むとのことでございました。 

 志が高いということはよいことだという

ふうに私も思いますけども、現時点ではあ

まりにも現実と乖離した目標設定になって

はいないかと不安を覚えているところでご

ざいます。もちろん、中間事業者の方とは

当然その目標について共有はできているん

だろうと思うわけでございますが、中間事

業者の方はその目標達成のため、年間を通

して数字の積み上げでございますが、例え

ば資料、最後の６を御覧ください。ふるさ

と寄附というのは、御承知のとおり、通常

12月が最もアクセスが全国的に集中をいた

します。寄附が最も集まる、言い方は悪い

ですけども、繁忙期にもなるわけでござい

ます。これからここへ向けての仕掛けなど

も含め、どのような取組を行っているのか、

またこれまでの取組との大きな相違点も併

せてお示しを頂きたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 中間事業者には複数の業務にわたって取

組を実施してもらっているところでござい

ますが、特に注力したい点について御答弁

いたします。 

 まずは、寄附しようと考えている方に本

市の返礼品の情報などが目に留まる仕掛け

が重要であるというふうに考えております。

そのため、ポータルサイトのＳＥＯ対策、

これはグーグルやヤフーなどの検索エンジ

ンで、特定のキーワードで検索したときに

本市のサイトが上位に表示されるというよ

うに整える取組というところです。この対

策によりまして、寄附者に選ばれやすい画

像編集など、専門的知識を必要とする作業

を担っていただいております。 

 また、魅力的な返礼品の開拓も重要であ

り、市内事業者への働きかけを行っていた

だいております。新規返礼品の開拓の現場

では、返礼品提供者の中には、ポータルサ

イトに商品写真を掲載することが苦手なこ

とを理由に踏み切れない方もいらっしゃい

ます。こういった方へのフォローとして、

ふるさと寄附のポータルサイトの運用、管

理に関する業務の一環としまして、写真撮

影や紹介文の作成協力等も行っていただい

ております。 

 そのほかにも、返礼品の発注、発送、受

領証明書等の発行、寄附者や返礼品提供者

からの問合せにも対応いただいております。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 るる改善点について答弁を頂きました。

きっと恐らく他の自治体も同様のことを考

えているということもお忘れなく進めてい

ただきたいなと思うわけでございますが、

それらの効果が一日も早く発揮されること

を望むものでございます。 

 そして、もう１つ尋ねますが、寄附者の

方々に対するフォローアップ、これは前も

お尋ねをしたことで、大事ですよというこ

とを申し上げたと思うんですけども、この

フォローアップについてはどう取り組むの

か、また中間事業者はどのようにお考えな

のか。 

 寄附者を顧客化することは、常々大切と

考えております。１回限りの寄附者ではな

く、継続して関わる応援者になっていただ

くことが必要だと考えます。そのためには、

返礼品の満足度だけでなく、地域への共感、

接点の継続、再訪や再寄附の動線を設計す

る必要があるのではないかと考えますが、

見解をお示しください。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 
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 議員御指摘のとおり、本市に関心を持っ

ていただき、御寄附をいただく方というこ

とは非常にありがたい存在であるというふ

うに考えております。 

 御寄附いただいた方がふるさと寄附サイ

トにレビューを書き込んでいただく事例は

これまでもございましたが、以前御指摘い

ただいたとおり、そういったレビューに返

信はできておりませんでした。この点につ

いても改善するため、中間事業者導入後は

中間事業者が返信文案を作成し、市と調整

した後に返信を書き込みさせていただくよ

うにしているところでございます。 

 また、現状においては御寄附いただいた

方へのフォローは十分にはできておりませ

んが、ＤＭ、ダイレクトメールの発送など、

前向きに検討を進めているところでござい

ます。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 レビューというのは、これは繰り返し同

じことを言ってるかも分かりませんけども、

寄附者との対話になるわけでございます。

重要であるということを申し上げたわけで

ございます。その点を踏まえての改善とい

うことを受け止めさせていただきたいと思

います。それらを含め、今後も寄附者への

フォローアップの向上に努めていただくこ

とを期待しておきたいと思います。 

 さて、岸和田市では、寄附の使い道を８

区分で示しております。この使い道が明確

ということは強みだと思うわけでございま

すが、寄附者にとっては、何にどれだけど

のような効果があったのか、地域課題の解

決にどう結びついたのかなどを継続発信す

ることも必要ではないかと考えます。要は

寄附の行き先の見える化をすることで、共

感も広がり、継続的な支持につながる可能

性が高いと考えられることから、本市にお

いても取り組むべき課題と存じますが、見

解を求めたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 寄附の使い道につきましては、本市のホ

ームページ上のふるさと寄附と同一ページ

内にリンク貼り付けし、区分ごとに使い道

をお知らせしております。このことにより、

これから寄附しようという方や継続的に寄

附をしようという方の共感につながればと

いうふうに考えております。 

 今後もホームページの見せ方などについ

ては絶えず工夫し、より共感を得られるよ

う努めてまいります。また、先ほど申し上

げましたＤＭに寄附の使い道などを盛り込

むなど、新たな取組についても積極的に調

査研究してまいります。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 ここの見える化という捉え方が、私は非

常に大事だなと思うんですね。確かにホー

ムページには貼ってあるんです。先ほど部

長のほうから、お知らせという言葉が出ま

した。それと見える化というのは違うと思

うんですね。そこをどう認識していくかと

いうことが大事ではないかなと思うんです。 

 ふるさと納税を取り巻く環境というのは、

年々変化をしているわけでございます。そ

して、各自治体が頭を悩ませ、今皆さん悩

んでいただいておりますけれども、工夫し、

決められた枠の中でまさにアイデア勝負の

様相を呈して、自主財源確保の重要な戦略

になっているわけでございます。冒頭に言

いましたけども、見える化、これ、重要な

アイテム化をしております。そういった意

味で、引き続き向上させられるように求め
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ておきたいと思うわけでございます。 

 そのような中、近隣市である泉佐野市で

は、＃ふるさと納税3.0というんですか、こ

ういったものが考案をされまして、大変効

果を得ているというふうに伺っておるわけ

でございます。また、他の自治体が既に横

展開をされているということも聞いている

わけでございますけども、まずは本市とし

て、この泉佐野市さんが掲げておられる略

して＃3.0についてどのような見解なのかお

示しいただきたいと思います。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 近年の各自治体の取組傾向としましては、

モノ、物品から体験などのコト、体験、サ

ービスの充実やガバメントクラウドファン

ディングを通じまして、返礼品によらない

ファンの獲得、これは関係人口の創出やス

トーリー性の共感について積極的に取り組

んでいるというところです。 

 議員御指摘の＃3.0ということでしたか、

こちらは事業者支援の手法の１つとして、

新たに設備投資や新規返礼品開発に要する

経費をふるさと寄附で集めようとするもの

でございます。現在、調査研究中でありま

して、先進自治体への視察や庁内調整を進

めてまいりたいと考えております。 

○友永修議長 

 米田議員。 

○20番 米田貴志議員 

 そうなんですよね。＃3.0、略して言いま

すけども、産品を生み出す企業を誘致、そ

してまた市内の事業者を育成する取組かな

というふうに受け止めております。 

 私たち公明会派も実は泉佐野に伺いまし

て、しっかりレクチャーを受けてまいりま

した。なかなかすばらしいなというふうに

思うわけでございますが、要は寄附が事業

者の事業費用に充てられることから、事業

者には魅力があるものと思うわけでござい

ます。 

 また、寄附により応援された事業、また

企業が成長し、約束の返礼品を生み出す過

程が、寄附者にとって返礼品以上の価値を

感じられる取組でもあるのではないか。私

たちはこのように感じたわけでございます。 

 先ほど申し上げました見える化でござい

ます。でも、新たな視点を得られる寄附で

はないかと考えます。そう考えると、ふる

さと寄附は、先ほど部長からも答弁ござい

ましたが、モノからコト、そして今や既に

インキュベーションにもなろうとしている

のではないかと私は思っているところでご

ざいます。であれば、寄附の価値を高める

取組として、寄附者が得る満足感とは何な

のか、寄附者が求める見える化とは何なの

か、こういったことを問い続ける中に、岸

和田オリジナルの新たなふるさと寄附が生

み出されるのかもしれません。 

 今年度の目標は、先ほど言いましたとお

り、高い高い壁ではございますが、それ以

上に本市の取組に新たな価値を見いだせる

こと、そして加わること、このことに期待

をいたしまして、私の今回の質問を終わり

ます。御清聴ありがとうございました。 

○友永修議長 

 暫時休憩します。 

   午前11時19分休憩 
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   午後１時再開 

○友永修議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 一般質問を続行します。 

 まず、小西議員。 

   （１番 小西拓槙議員登壇） 

○１番 小西拓槙議員 

 きしわだ未来の小西拓槙です。議長より

発言の許可を頂きましたので、通告に従い

一般質問に参加いたします。 

 岸和田市競技スポーツ大会出場奨励金制

度について。 

 本制度は、令和７年第２回定例会におい

て複数の議員が全国大会や世界大会に挑戦

する市民を本市として応援する制度の創設

を提言したことを受け、令和８年４月から

開始していただいたものです。要綱第１条

では、市民のスポーツ活動の推進、競技力

の向上及び心身の健全な育成を目的として

います。全国大会等に出場する市民の経済

的負担を軽減し、その努力と成果を本市と

して奨励する大変意義のある制度だと考え

ています。まず、提言した中の１人の議員

として、制度の創設に御尽力いただいた市

長をはじめ、担当部局の皆様に感謝申し上

げます。 

 ただ、一方で制度の開始後、市民の皆様

から、厳しい予選を勝ち抜いて全国大会へ

の出場資格を得たのにもかかわらず、主催

団体が市の定める系列に属していないとい

う理由で奨励金の対象外になったとの相談

が寄せられました。 

 現在の交付基準では、全国大会について

は、国または日本スポーツ協会、日本レク

リエーション協会、日本パラスポーツ協会、

日本オリンピック委員会の４団体、もしく

はその加盟・傘下団体が主催していること

が必要不可欠な条件とされています。その

ため、複数の選手やチームが参加する厳し

い予選を勝ち抜いた大会であっても、４団

体系列でなければ対象外となります。その

一方で、４団体系列であれば、予選参加者

が極めて少ない場合などは、１度でも勝っ

て全国大会の出場資格を得れば対象となっ

てしまいます。 

 奨励金は、金額だけの問題ではありませ

ん。全国や世界へ挑戦した市民の努力を自

分たちのまちがどのように受け止め、評価

し、励ますのかという問題でもあります。

もちろん行政が公金を支出する以上、明確

な交付基準と一定の線引きが必要であるこ

とは私も十分に理解をしています。 

 また、４団体との関係性は、大会の信頼

性を判断する上で有力な目安の１つになる

とも考えています。しかし、４団体系列で

あることが個々の大会の全国性、競争性、

選考の厳格性及び開催実績まで当然に保障

するものではありません。 

 今回問いたいのは、主催の団体の系列だ

けを必要不可欠な条件とし、大会の実態を

審査しない現在の線引きが制度目的に照ら

して合理的であり、市民にとって実質的に

公平なのかという点です。基準が明確で誰

が見ても判別しやすいことと、その場所に

線を引くことが制度目的に照らし合わせて

合理的であることは別の問題です。 

 そこでお伺いいたします。要綱第１条が

掲げる市民のスポーツ活動の推進及び競技

力の向上と、大会規模や競争性を原則とし

て考慮せず、４団体系列であることだけを

必要不可欠な条件とすることとの間にどの

ような合理的関係性があるのでしょうか。

なぜ４団体系列という場所に線を引くこと

が市民にとって実質的に公平な基準となる

のか、具体的にお答えください。 

 以上で壇上からの質問を終え、以降は自

席にて質問いたします。 

○友永修議長 



- 21 - 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 岸和田市競技スポーツ大会出場奨励金交

付要綱の第３条に交付の対象となる大会等

を規定してございまして、全国大会の主催

者は、国または公益財団法人日本スポーツ

協会、公益財団法人日本レクリエーション

協会、公益財団法人日本パラスポーツ協会、

公益財団法人日本オリンピック委員会、も

しくはこれらの団体の加盟団体や傘下団体

としております。 

 これらの団体なんですけれども、我が国

のスポーツ界を統括する中央競技団体でご

ざいまして、公共性、客観的な公平性、そ

れと大会の信頼性を担保することができる

ほかに、明確な線引きを行うことで恣意的

な判断を排除させていただいて、全ての市

民に対して公平な基準で審査できるものと

いうふうに考えているところでございます。 

 また、参加者数の多寡など大会規模であ

りますとか競争性といった流動的な要素に

よる基準では、公平性や透明性を担保する

ことが難しいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 今の御答弁では、４団体系列かどうかを

判別しやすいことは説明となっております

が、しかし、なぜその場所に明確な基準と

して線を引くことが制度目的に照らして合

理的なのかは説明されていません。 

 仮に、例えばなんですけども、主催団体

の本部所在地が東京都内にある大会だけを

対象とすると。例えばですけど、こういう

基準を設けたとします。本部住所を確認す

れば誰でも同じ結論になるため、線引きは

客観的で明確です。しかし、本部が東京に

あることと市民のスポーツ活動の推進や競

技力向上との間に合理的な関係性がなけれ

ば、その線引きは公平とは言えません。 

 同じように、４団体系列かどうかは判別

しやすいというだけでは足りなく、４団体

系列であることが個々の大会の全国性、競

争性、選考の厳格性及び信頼性を当然に担

保するという判断を制度設計時にどの資料

と比較調査に基づいて行ったのか、具体的

にお答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 今回のスポーツの大会出場奨励金交付要

綱でございますけども、制度の制定に当た

りまして近隣の各市町村でありますとかそ

ういった自治体を参考にさせていただきま

して、私どもとして、今回奨励金の交付要

綱をスタートするに当たりまして、一番客

観性でありますとかそういった基準を透明

性があるものにするために、市としてその

政策的判断をさせていただいたというとこ

ろでございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 確認しているのは、４団体の一般的な信

頼や系列所属だけを必要不可欠な交付条件

にする合理性でございました。この合理性

を検討した当時の資料の記録はあるのかな

いのかみたいなところまではお答えいただ

けなかったと思います。 

 線の見えやすさとその線の公平性を分け

て確認したところ、この同じ基準を全員に

当てはめることがなぜ実質的な公平と言え

るのかを伺います。 

 明確に線を引いていることと、その線を

引く場所が公平であることは別の問題です。

４団体系列であれば参加規模の小さい大会

でも対象となる一方、多数の選手やチーム
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が参加し、厳格な予選が行われる大会でも、

４団体系列でないことを理由に対象外とな

っています。 

 この取扱いについて、単に同じ基準だか

ら公平という説明ではなく、制度目的との

関係から実質的な公平性をどのように説明

するのか、お答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 競技スポーツの種目によりまして、地方

予選の参加者または参加チームの多寡に違

いはありますけれども、流動的な要素によ

る基準では公平性や透明性を担保すること

が難しいというふうに考えてございまして、

国や４団体、その加盟団体、傘下団体が主

催する全国大会を対象にさせていただくこ

とで、全ての競技に対して同一の客観的基

準を適用いたしまして、公平性や透明性を

担保できるものというふうに考えていると

ころでございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 参加者または参加チームの数が多く、そ

の数によって厳格な予選が行われていたと

しても、それは流動的であるからという言

葉を使って公平性や透明性が担保できない

として、やはり判断基準は４団体系列であ

るかどうかであると再度おっしゃっており

ました。 

 この区別を公金給付の政策判断として行

う以上に、法令の趣旨との整合性をどのよ

うな手続で確認したのか伺います。 

 公金による給付において市民を異なる取

扱いとする以上、その区別には制度目的に

照らした合理的な理由が必要です。主要団

体が４団体系列であるかどうかだけによっ

て交付対象を区別していることについて、

憲法第14条の平等原則と整合していること

をどのような検討過程と資料に基づいて確

認したのかお答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 議員御指摘の日本国憲法第14条につきま

しては、「すべて国民は、法の下に平等で

あって、人種、信条、性別、社会的身分又

は門地によりまして、政治的、経済的また

は社会的関係において、差別されない」と

いうふうに規定をされております。 

 本制度におきまして、国や４団体とその

加盟団体、傘下団体が主催する全国大会を

交付対象にして、それら以外の全国大会を

交付対象にしていないことが、今御説明さ

せていただきました日本国憲法に抵触する

ものではないというふうに判断をしている

ところでございます。 

 また、今回の交付対象となる全国大会等

の制度の決定過程では、他市事例等も参考

にさせていただいて、限られた財源の中で

あくまで行政上の政策判断に基づいて決定

をさせていただいたものでございまして、

現時点における効果的なスポーツ振興を図

るための客観的かつ合理的な区分であると

いうふうに認識してございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 どのような検討過程と資料に基づいて確

認をしたのかとお聞きしましたが、具体的

な検討資料は示されませんでした。 

 また、事前の回答では近隣市の制度を調

査したとのことですが、近隣市の多くは４

団体系列だけに限定せず、その他これらに

準ずる団体と記載するなど、包括的な規定

を設けています。他市事例を参考にしなが

ら、なぜ本市はより限定的な制度設計を選
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択したのか。その理由についても、要綱第

１条の制度目的や憲法第14条との平等の原

則の関係から十分な説明があったとは受け

止められません。 

 複数の選択肢がある中で、日本一のスポ

ーツのまちを掲げる本市が、なぜ多様な競

技に挑戦する市民を幅広く公平に評価でき

る仕組みではなく、４団体系列以外を一律

に対象外とする、より限定的な仕組みを選

択したのか。その施政方針との整合性も含

め、疑問を感じざるを得ません。 

 では、この線引きによって新興スポーツ

や民間発祥競技に取り組む市民にどのよう

な影響が生じているかという点について、

次の質問に移ります。 

 新興スポーツなど競技の歴史が浅いスポ

ーツ、ダンス競技及び民間発祥競技は、競

技人口や大会規模が大きくても既存の中央

団体系列に属していない場合があります。

最近、ダンスなんかは学校の授業でも習う

わけですが、こうした競技に取り組む市民

が大会の実態を評価される前に交付対象外

となることについて、市はどのように考え

ていますか。現在の制度が既存の中央団体

系列に属する競技を構造的に優位に扱って

いないか、お答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 本制度では、市民のスポーツ活動を広く

支援すると同時に、公金から奨励金を交付

するという性質上、その対象となる大会や

競技の客観的な公平性及び厳格な中立性を

確保しなければならないというふうに考え

ております。 

 新興スポーツや民間発祥の競技の中には、

同一の競技名であっても複数の民間団体が

それぞれ独自の基準で全国大会を主催して

いるケースなど、大会のレベルや選考プロ

セスが多様でございまして、市として一律

かつ公平にその水準を担保することは困難

というふうに考えてございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 今の御答弁で、同一競技に複数の民間団

体が存在し、それぞれ独自の基準で大会を

運営しているため、市として一律に水準を

担保することが困難だと説明がありました。 

 しかし、本市の実際の交付実績と明らか

に矛盾しています。本市には、同じ硬式野

球という同一競技において、異なる民間団

体であるヤングリーグとポニーリーグの大

会についてそれぞれ奨励金を交付していま

す。両者は別の法人、団体であり、先ほど

の答弁に照らし合わせると明らかなダブル

スタンダードです。 

 今の御答弁では、両者のこの異なる取扱

いについて、憲法第14条の平等原則に照ら

した合理的な説明は成立していません。見

解を求めます。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 交付要綱に照らしまして、いろんな団体

がございますけども、今回交付要綱に対象

としている団体、国または４団体、それに

関係する団体というふうな御説明をさせて

いただきましたけども、その基準に適合す

る団体であれば、それは公平性の下にすべ

からく奨励金を交付させていただいてると

いうところでございますので、今お話しし

ていただきました各団体が私どもが策定を

させていただいています要綱の対象団体に

当たれば、すべからく奨励金を交付させて

いただいているというところでございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 
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○１番 小西拓槙議員 

 結局、４団体系列だから信頼できるとい

う結論を繰り返す循環した説明でしかあり

ませんでした。 

 それでは次に、系列外の民間団体に水準

の信頼がないとレッテルを貼り、その実態

を見ることがなく排除するその取扱いが、

本市の掲げる民間活力の活用と果たして整

合するのか伺います。 

 本市スポーツ推進計画は、民間団体、ス

ポーツ団体及び大学に蓄積された資源や人

材を生かすことを掲げています。市は、イ

ベント、大学連携、トップアスリートとの

交流などで民間の力を活用しています。民

間の力が行政運営に必要なときは連携を掲

げながら、民間団体が育てた競技や大会に

出場した市民を支援する段階では４団体系

列でなければ信頼できないことを理由に実

態調査も行わず対象外とすることについて、

市の姿勢としてどのような一貫性を説明す

るのか、お答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 本市スポーツ推進計画における民間活力

の活用と奨励金制度の基準との整合性及び

市の姿勢についてでございますけれども、

スポーツの裾野を広げるための連携及び活

用と、公認の競技大会を支えるための公金

給付というそれぞれの目的の下に事業を推

進をさせていただいているところでござい

ます。 

 スポーツの普及でありますとか親しみや

すい環境づくりに向けましては、民間団体

や新興スポーツの持つ柔軟性でありますと

か発信力、話題性を最大限に連携及び活用

することが極めて効果的であるというふう

に考えているところでございます。 

 一方で、公金を給付する奨励金につきま

しては、公平性や透明性の担保が求められ、

全ての競技に対して同一の客観的基準を適

用する必要があるというふうに考えている

ところでございます。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 ここまで制度目的と基準の関係を伺いま

した。次に、問題が明らかになった場合に

誰が改善責任を負い、議会としてどう向き

合うのかを確認いたします。 

 担当課との意見交換では、問題提起した

ときに、一般質問などで議員から提案して

くださいという趣旨の発言がありました。

一般質問が政策提言の場であることは当然

ですが、具体的な制度設計、要綱作成、予

算調製及び事業執行の第一次責任は市長及

び執行機関にあります。本制度を設計し運

用する執行機関として、明らかになった問

題を自ら調査し、改善策を作成する責任が

あることは認識されていますか。 

 また、議員からの提案で具体策を求める

のもいいんですが、制度設計後の改善とな

ると今回みたいにすごく時間がかかってし

まって、不利益を被る市民の方々にお時間

を頂くことにもなります。それを前提に提

案してと言ったのであれば、制度完成後に

提案を求めるのではなく、計画段階から議

会への事前説明、意見聴取または所管委員

会との政策協議を行う仕組み、こっちのほ

うがよっぽど市民のためになると思うので

すが、やられる予定ですか。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 事業執行に関する要綱作成でありますと

か予算調製を適正に行う第一次的な責任が

議員おっしゃるとおり市長及び執行機関に

あることは当然認識してございまして、制
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度開始後に生じた課題でありますとか改善

点は、市が主体的に調査を行いまして、必

要な見直しや改善策を打ち出していくもの

であるというふうに考えているところでご

ざいます。 

 今後も、本制度が市民にとってより有益

で活力につながるものとなるように、議員

や市民から頂く提言でありますとか御意見

等も参考に、引き続き適切な制度運用に努

めてまいりたいと思っております。 

 なお、現時点において、個別の制度を策

定前の段階から議会へ事前説明を行ったり、

所管委員会との政策協議を行うという新た

な仕組みは想定してございません。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 想定されてないということで、ただ時系

列的にいっても制度開始前に話し合えたほ

うがよっぽど時短にもなりますし、市民目

線かなと思ったので残念です。 

 また、制度をすぐに改善できない理由と

して、議会で御議決いただいていることも

ありますしと、そういう趣旨の発言もあり

ましたが、そんな議決したんだから制度を

早々に変えるなってこんなおっしゃったり

怒っちゃうような先輩議員、この中にいら

っしゃらないですよ。その中で、本当にさ

っき言った議会で御議決いただいているこ

ともありますしという趣旨の発言は理由と

してどうなのかなと思いますけども、スポ

ーツ施策の重要事項を調査、審議する審議

会への諮り方については改善できるんじゃ

ないかなと思っています。 

 事前協議の中で、本制度についてスポー

ツ推進審議会には制度決定前に意見を求め

たのか、それとも制度決定後の報告であっ

たのか教えてください。 

 また、４団体に限定することの妥当性や

新興競技の取扱いについて審議しましたか

と質問したところ、制度開始後の令和８年

５月に報告を行っており、回答では、４団

体に限定することの妥当性や新興競技等の

取扱いについて、委員からの御意見はござ

いませんでしたとされています。 

 しかし、スポーツ推進審議会の議事録を

確認したところ、委員から「今ここで、こ

れはどうなのかと言ったところで変わるわ

けではないのですね」との発言が記録され

ており、これに対して、「そうですね。ど

ちらかというとこの紹介みたいな形になっ

て申し訳ないんですけれども」とあります。

これは少なくとも、制度開始後の事後報告

では委員が疑問や意見を示したとしても制

度変更につながらない進め方への問題提起

であり、苦言と受け止めるのが自然ではな

いでしょうか。 

 審議会への報告が制度決定後であれば、

委員は制度設計に実質的に関与できません。

意見が出なかったことをもって制度は大丈

夫だと判断する前に、変更可能な段階で十

分な情報と選択肢を示し、意見を求める必

要があるのではないかと私は思います。 

 市は、この委員の発言をどのように受け

止めたのでしょうか。また、なぜ事前回答

では、委員からの意見はなかったと回答し

たのか。この発言を意見に含めなかった理

由を説明してください。 

 あわせて、制度変更が可能な段階で審議

会へ諮らず開始後の事後報告にとどめた理

由と、４団体限定の妥当性、新興競技及び

民間主催大会の取扱いをいつまでに正式な

審議事項として諮るのか、お答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 議員御指摘の審議会委員の発言につきま

しては、既に開始している事業であり、事
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業実施後では意見を頂いても直ちに制度変

更につながらないのではという意味の発言

というふうに捉えてございます。 

 事業実施後とした理由なんですけれども、

スポーツ推進審議会は附属機関になってい

るんですけれども、スポーツ基本法に規定

する地方スポーツ推進計画その他のスポー

ツの推進に係る重要事項について調査、審

議するために設置をされておりまして、議

会へ予算を提案する前に全ての事業を審議

会に諮ることはできないというふうに捉え

ているためでございます。 

 今後は、本制度を開始してから１年が経

過する令和９年度の審議会におきまして、

制度の運用状況でありますとか実績、検証

結果等について諮っていきたいというふう

に考えております。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 私は、委員の発言が明らかな苦言であっ

たということは思っておるわけです。 

 また、担当課は成果指標として、大会参

加者数、定期的にスポーツをする市民の割

合及び奨励金交付件数を挙げています。し

かし、交付件数は行政の実施量であり、目

的に掲げる競技力向上という成果そのもの

ではありません。 

 交付を受けた選手の経済的負担の軽減、

次の大会への挑戦意欲、競技を継続する意

向、申請前相談で対象外となった件数や競

技名、理由などを成果指数及び検証資料に

加える考えはありますか。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 本制度の創設によりまして、全国大会等

に臨む選手への経済的支援を通じまして、

市民の挑戦意欲を醸成いたしまして、本市

の競技力向上と心身の健全な育成の好循環

を生み出す効果を期待しているところでご

ざいます。 

 その効果の検証方法といたしまして、市

民のスポーツ活動の推進、これに向けては

競技スポーツ大会への参加者数であります

とか、定期的に運動、スポーツを実施する

市民の割合を成果指標とさせていただきま

して、また競技力の向上に向けては奨励金

の交付件数を成果指標にさせていただいて、

検証をしていきたいと考えております。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 やはり市は奨励金の交付件数を成果指標

にするというお答えでした。交付件数だけ

だと、交付を受けた選手にどのような効果

があったのか、また制度の入り口で誰が除

外されたのかを測らなければ、制度に対し

ての公平性の検証や波及的な効果の検証は

できないと考えます。 

 あとは、必要なデータというのは年度末

を待たなくても蓄積はできるんですけども、

検証と改善の速度を次は伺いたいなと思い

ます。 

 制度の効果を検証するに当たり、一定の

実績やデータを蓄積する必要があることは

理解をしています。しかし、制度を１年間

という時間軸や年度縛りでの検証が唯一の

方法ではなく、この時間縛りは市の都合で

あって、決して市民目線ではありません。 

 利用者の声や対象外事例を短い周期で確

認し、制度を運用しながら課題を検証し、

明らかになった問題については年度途中で

も改善していく。ここで重要なのは、制度

を運用しながら検証することと、運用途中

で問題を改善することは両立できるという

ことです。 

 本制度について、既に市民から対象外事
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例が示され、今回の一般質問においても、

４団体系列という線引きと制度目的との合

理的関係性など具体的な問題を指摘してい

ます。 

 そこでお伺いします。本制度を１年間固

定してから検証するのではなく、令和８年

度中の申請、相談、意見及び対象外事例を

随時集約し、年度途中に中間検証を行う考

えはございますか。 

 また、その検証によって現在の交付基準

に改善すべき問題が確認された場合には、

１年間の経過を待たず、年度途中でも要綱

を改正するよう御考慮いただけたらと思う

んですが、見解を求めます。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 本制度ですけども、令和８年度に開始を

させていただいたんですけども、現在のと

ころ、申請受付でありますとか市民の問合

せへの対応を含めまして、特段の混乱であ

りますとか課題というふうにはないふうに

円滑に運用している状況でございます。 

 ただ、今、議員に御指摘いただきました

いろいろな市民の御要望等もあると思いま

すので、それはまずこの１年間の運用実績

でありますとかデータをしっかりと蓄積、

分析をさせていただいた上で審議会等に諮

りまして、客観的かつ総合的な視点から検

証を行いたいというふうに考えております。 

 また、利用者からの御意見でありますと

か対象外事例などのデータ集約は、１年待

つということではなしに、随時これは集め

て進めてまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 なお、仮に運用の過程で緊急に是正すべ

き重大な課題が確認された場合には、これ

は１年云々というその期間ありきではなし

に柔軟かつ迅速な対応を検証するなど、常

に制度のブラッシュアップを意識した検証

に努めてまいりたいというふうに思ってお

ります。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 先ほど、緊急に是正すべき重大な課題と

おっしゃられましたが、またこれ、具体的

にはどのような状態を指すのか、またこれ

を判断する判断者とともにお答えください。 

○友永修議長 

 池内生涯学習部長。 

○池内正彰生涯学習部長 

 今のところ、議員が御指摘いただいてお

ります国または４団体、それ以外に対象と

なるスポーツに関連する競技がどこまでの

範囲に含めるのかというような視点も、も

う少し年間を通して実績等を踏まえながら、

市としてやっぱり奨励金として公金を支出

するものですので、明確な基準、先ほど冒

頭からお話しさせていただいている公平性、

透明性というのをきちっと確立した上で要

綱を変更するにあっても検討、検証をして

いきたいというふうに考えているところで

ありまして、重大な課題といいますのは、

例えば４団体が今交付していますけども、

いやいや、もうそういう団体ではなしに、

やっぱり公金として支出しても、誰が見て

もここまでの協議を含めておかしくない、

どんな角度から見ても公金支出に問題ない

ということが担当部局としても明確にお答

えできるようになってから、それは時間を

ただいたずらに延ばすということだけでは

なしに、随時事業内容を確認しながら、そ

こは検証して判断していきたいというふう

に思っております。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 
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 ありがとうございます。その可能性はあ

るということで、まずは１年間の運用実績

を見た上で検証したい。あと、緊急に是正

すべき重大な課題がもしあるならば、可能

性としてですが、１年を待たずにできると

いうお答えでした。 

 行政にとっての１年は、制度を検証する

ための１つの期間かもしれません。しかし、

スポーツに取り組む選手にとっての１年は、

二度と取り戻すことのできない競技人生の

中のかけがえのない時間です。その１年の

間に、学生は卒業し、年齢区分が変わるこ

ともあります。けがによって競技を続けら

れなくなる可能性もあり、身体的なピーク

をいつまでも維持できるものでもありませ

ん。私自身、プロスポーツ選手として日本

で１番になったこともありますし、プロキ

ックボクシングでは一番有名な団体のチャ

ンピオンにもなれましたが、そんな私の経

験からも、全国大会や世界大会を目指して

挑戦できる機会や期間は決して無限ではな

いことを十分に理解しています。 

 交付対象を変更するかどうかについては

慎重な検討が必要だとしても、既に寄せら

れている対象外事例を把握し、中間検証を

行うことまでに丸１年をかける必要がある

とは思えません。制度の検証に要する行政

の時間によって市民の限られた競技人生に

おける不利益が長期化することは、やはり

これは看過できません。市におかれては、

行政上の年度や事務の時間軸だけでなく、

挑戦する選手の時間軸も判断材料に入れ、

可能な限り早い段階で中間検証を行ってい

ただくことを強く要望し、最後に市長にお

伺いいたします。 

 市長は、日本一のスポーツのまち岸和田

を掲げています。しかし、日本一が何を意

味するのか明確でなければ、個々の施策が

同じ方向を向いているかを検証できません。

市長が目指す日本一のスポーツのまち岸和

田とは、具体的にどのような状態を指すの

でしょうか。その実現時期と成果指標をお

示しください。 

 また、そのビジョンには、新興スポーツ、

ダンス競技、民間発祥競技を含め、多様な

競技に挑戦する市民を所属系列に関わらず

公平に評価することが含まれているのか、

お答えください。 

○友永修議長 

 市長。 

○佐野英利市長 

 本市をスポーツのまち岸和田として発展

させることで、地域の活性化につなげてい

きたいと思っております。運動、スポーツ

は、市民の皆さんが健康で、そして豊かな

人生を送るために欠かせないもので、そし

て幼少期からの運動習慣の定着は、健康増

進やそして体力の向上のほか、生活習慣病

の予防や健康寿命の延伸にもつながります。

子供から大人まで全世代の市民の皆さんの

健康づくりとしてのスポーツ振興をはじめ、

そしてスポーツに親しめる環境を整えてい

きたいと考えております。 

 議員御指摘のとおり、本市がスポーツの

まち岸和田を掲げる中で、スポーツに一生

懸命取り組み、そして全国大会など大きな

舞台に挑戦する市民の皆様を応援していく

ことは大変重要であると考えております。

私自身も、競技種目や大会の違いによって、

選手の皆さんの努力やその価値に違いがあ

るとは考えていません。 

 一方で、公費を活用する奨励金という制

度である以上は、どこまでを対象とするの

かについては一定の客観的な基準、いわゆ

る線引きは必要であると考えています。対

象を広げれば、またその次の大会との境界

が生まれます。そのために、この大会は対

象で、なぜこちらは対象でないのかという
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課題は、完全になくすことは制度上なかな

か難しい部分だと考えております。また、

大切なのはその線引きが合理的なものであ

るか、また実際のスポーツ大会の状況に合

ったものになっているのかを継続して検証

していくことが大切だと思っております。 

 本制度は、まだ創設して１年もたってお

りません。まずは現在の制度を一定期間運

用させていただいて、どのような競技、ど

のような大会から申請があるのか、また対

象とならなかった大会にはどのようなもの

があるのか、実績や御意見をしっかりと積

み上げていきたいと考えています。 

 したがいまして、現時点において直ちに

対象範囲を変更することは考えておりませ

ん。ただし、今の制度を未来永劫変えない

ということではなく、今後数年間の運用実

績を見ながら、競技団体や選手の皆様の御

意見を踏まえ、現在の基準が適切なのか、

そして時代やスポーツを取り巻く環境に合

っているのかについて、必要な時期に検証

してまいりたいと考えております。 

 スポーツのまち岸和田を掲げる以上、制

度の対象になる、ならないに関わらず、岸

和田から全国、そして世界を目指して挑戦

する皆さんを応援するという本市の姿勢に

変わりはございません。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 ありがとうございます。市長からは、競

技種目や大会の違いによって選手の努力や

その価値に差はないこと、また現在の線引

きが合理的であり、実際の大会状況に即し

ているかどうかを継続的に検証していくこ

とが重要であるとの答弁を頂きました。こ

の２点は大変重要な視点であると受け止め

ています。 

 また、子供から大人まで幅広い世代がス

ポーツに親しめる環境を整えたいという方

向性も示されました。しかしながら、私が

お聞きしたスポーツのまちとは具体的にど

のような状態を指すのか、何を実現するの

か、その達成時期や成果指標については示

されませんでした。 

 日本一のスポーツのまち岸和田は、市長

御自身が市民に掲げている方針です。にも

かかわらず、現在の制度は全ての大会をそ

の実態に応じて評価するのではなく、４団

体系列に属しているかどうかで入り口を分

けています。その結果、同等以上の大会に

挑戦していても、市の奨励を受けれない市

民が存在している。この状況を、まず市長

に正確に認識していただけたらなと考えま

す。その上で、市長が目指す日本一とは、

施設環境の充実なのか、市民のスポーツ実

施率の向上なのか、競技選手への支援強化

なのか、あるいは多様な競技に挑戦する市

民を公平に評価するまちづくりなのか。何

を日本一にし、そのためにはどのような施

策を講じるのかという具体的なビジョンが

不可欠です。 

 また、市長も御存じのとおり、既に具体

的な対象外事例が存在しています。今回、

制度の合理性と公平性について、複数の問

題点を指摘しています。それにもかかわら

ず、明確な検証時期については先ほどの御

答弁からは明らかではありませんでした。 

 ここで申し上げたいのは、直ちに交付対

象を変更せよということではなく、現在対

象外となっている市民が現行制度の下で適

切に評価されているかを速やかに確認する

必要があるのではないかという点です。市

民は、問題が示されたときに市長が数年間

様子を見るのか、それとも速やかに検証に

着手するのか、その対応の姿勢を通じて、

市長のスポーツ政策に対する本気度を見て

います。 



- 30 - 

 そこで改めて２点伺います。 

 １つ目、日本一のスポーツのまちとして、

具体的なビジョンは現時点で存在するのか

しないのか。存在するのであれば、何をど

のような施策によって日本一にするのか。 

 ２つ目、現在の対象外事例、４団体と限

定してることの妥当性及び先ほど示した包

括的な規定について、数年間待つのではな

く速やかに検証を行うよう市長として指示

するのかしないのか。こちら、明確にお答

えください。 

○友永修議長 

 市長。 

○佐野英利市長 

 スポーツのまちを日本一にするというの

は、具体的にこうなれば世界一、日本一と

いうのを示せるわけではないと思います。

ですが、先ほど申し上げさせていただいた

とおり、スポーツのまちにすることで地域

の活性化に取り組んでいきたいという思い

と、市民の皆さんが健康で豊かになるとい

うことの、先ほど申し上げたとおりなんで

すけども、それをすることによって、市民

の皆さんが岸和田はスポーツのまちとして

取り組んでいるんだなというふうに感じて

いただけることが大きくなることで日本一

を目指していきたいというふうに思ってお

ります。具体的にこういうことだというこ

とはお示しすることはできませんけども、

そういった思いでございます。 

 先ほど、２点目、１年間通して運用実績

を確認するのか、途中で確認をするのかと

いう指示につきましては、担当課としっか

りと協議を進めながら、どの時期に検証し

ていくのがいいのか考えていきたいと思い

ます。今の段階ではこの時期に考えるとい

うことのお示しはできませんが、担当課と

しっかりと調整をしていきたいと思ってお

ります。 

○友永修議長 

 小西議員。 

○１番 小西拓槙議員 

 市長は日本一のスポーツのまち岸和田と

いう施策、スローガンを掲げてるんですけ

ども、近隣市を見ても、泉州地域を見ても

やはり包括的な交付対象ですが、岸和田市

の交付対象がかなり狭いんですよね。日本

一のスポーツのまちを掲げるのであれば、

そういったところも包括的に、ああ、やっ

ぱり岸和田はスポーツのまちだねと思って

もらえるような施策をこういう新しい施策

をするときに考えてやってもらいたいなと

思うんですよ。貝塚市さんであったり和泉

市さんであったり阪南市さんであったり、

もっと交付要件は緩いです。ちゃんと受け

取れる人がいっぱいいるんですよ。そうな

ったときに、岸和田市は限定的、こうやっ

て日本一のスポーツのまちと言ってるのに

交付対象者が限定的であることは、あまり

魅力的ではないと思っております。 

 あと１つ、対象外の市民が求めているの

は、対象外の大会を何でもかんでも認めて

ほしいということではない。自分が挑戦し

た競技や大会について、所属系列の名称だ

けで入り口を閉じられているのではなく、

全国性、競技性、選考の厳格性及び信頼性

という実態を公平な基準で一度は見てほし

いということです。 

 ４団体系列かどうかは、誰にでも見分け

やすい線です。しかし、その線が見えやす

いことだけで、その線を引くことの場所が

正しいことは同じではない。これ、イコー

ルではないんですよ。 

 なので、制度設計していただいたこと自

体は市民の挑戦を応援する大きな一歩です

が、だからこそ制度の外に置かれた市民の

声も記録し、検証し、必要な改善を先送り

しないことを求めます。市長が述べられた
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選手の努力や価値に違いはないという言葉

が要綱と運用にも反映されることを強く要

望し、この質問を終わります。 

○友永修議長 

 次に、中井議員。 

   （23番 中井良介議員登壇） 

○23番 中井良介議員 

 日本共産党の中井良介です。発言のお許

しを頂きましたので、一般質問を行います。 

 子供の貧困について質問します。 

 2006年に経済協力開発機構、ＯＥＣＤの

対日経済審査報告書で、日本の相対的貧困

率が15.7％、６から７世帯に１世帯の割合

になりますが、これはアメリカに次いで世

界第２位であると報告し、大きな話題とな

りました。派遣労働が全産業に広げられ、

低賃金で不安定な雇用の非正規労働者が急

激に増えました。リーマンショックで多く

の派遣労働者が仕事と住まいを失ったのが

２年後の2008年です。日本社会の中に格差

と貧困が広がっていることが誰の目にも明

らかになりました。 

 そして、この事態は、大人の収入に依存

する子供にも当然波及します。2012年、平

成24年に子供の貧困率が16.3％、６人に１

人が貧困の中に暮らしていると厚労省が発

表しました。これに対し、子供の貧困を救

おうと国内外で多くの人々の取組が進めら

れました。 

 この翌年、2013年に政府は子どもの貧困

対策の推進に関する法律、いわゆる子ども

の貧困対策法を国会に提出し、全会一致で

可決されました。その第１条で、この法律

は、子供の現在及び将来がその生まれ育っ

た環境によって左右されることのないよう、

全ての子供が心身ともに健やかに育成され、

その教育の機会均等が保障され、子供一人

一人が夢や希望を持つことができるように

するため、子供の貧困の解消に向けて施策

を総合的に推進することを目的としていま

す。 

 この法律ができて10年が経過しています。

法律の目標に向かってどう進んでいるか、

その検証が求められます。また、この法律

の目標は、佐野市長が重点に掲げる子育て

世代に選ばれる岸和田に重なるものです。 

 以下、子供の貧困に関わって、３つの点

で質問します。 

 １つ目は就学奨励制度です。 

 貧困にある子供たちが自立に向かって進

むために、人格の確立と知識や技能を身に

つけ、高校や大学に進学していくことの重

要性は言うまでもありません。「すべて国

民は、法律の定めるところにより、その能

力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を

有する」、「義務教育は無償とする」と憲

法に定めており、教育の機会均等と教育の

無償化は不可分のものです。法律は、経済

的理由によって就学困難と認められる学齢

児童の保護者に対しては、市町村は必要な

援助を与えなければならないと定めていま

す。就学奨励制度がこれに当たります。 

 質問します。岸和田市の就学奨励制度の

認定率と、全国と大阪府の認定率をお答え

ください。 

 ２つ目に、子ども食堂への支援について

です。子供の貧困について、子ども食堂の

活動を取り上げます。 

 子ども食堂は、子供の貧困対策として食

事を提供するだけではなく、子供の居場所

として、他の子供たちや学生ボランティア、

スタッフ、高齢者たちとの交流の場として

位置づけられています。私の知っている子

ども食堂を運営している方も、こう述べて

います。ただ貧困家庭への食事提供ではあ

りません。そもそも月１回や２回の食事で

救えることはできません。子供は大人と違

い、お金も知識、経験もなく、困ったとき
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に頼れる人が少ないのです。親や学校とは

違う大人と知り合うことで、子供が何か困

ったときに話してみようかなと思える安心

感があると思います。 

 本市には、現在30か所を超える子ども食

堂が運営され、これは人口比で府下でも多

いほうのようです。子供を救おうと、こう

した取組が岸和田の地域の方々や各団体の

熱意に支えられているとともに、同時に、

継続的な運営においては様々な課題がある

とお聞きしています。 

 まずお尋ねします。子ども食堂、子供の

居場所の取組に対し、行政としてどのよう

な継続的な支援を進めていく方針であるか

お示しください。 

 ３つ目に、独り親世帯の貧困を取り上げ

ます。 

 母子世帯の母と子の生活は大変です。厚

生労働省の国民生活基礎調査2025年版を紹

介します。まず、各種世帯の１世帯の年間

所得が、全世帯平均では575万円、高齢者世

帯が336万円、児童のいる世帯が857万円、

そして母子世帯が345万円です。同じ子供の

いる世帯で857万円と345万円の違いがあり

ます。２倍以上の差です。この格差が子供

に影響しないわけがありません。 

 もう１つ紹介します。世帯ごとの生活意

識の調査です。全世帯の平均では「大変苦

しい」と「やや苦しい」を合わせて55.4％、

高齢者世帯は52.1％、児童のいる世帯を合

わせて61.5％、母子世帯は82.1％、突出し

ています。「大変苦しい」が43％、「やや

苦しい」が38％です。母子世帯は、母子手

当や福祉施策があるので生活は安定してい

ると思われますが、決してそうとは言えな

い不十分な状態だと言わなければなりませ

ん。 

 質問します。貧困な母子世帯にとって、

大事な現金給付が児童扶養手当です。その

支給状況を教えてください。 

 以上で１回目の質問を終わります。御清

聴ありがとうございました。 

○友永修議長 

 山田教育総務部長。 

○山田潤教育総務部長 

 就学奨励制度の認定率でございますが、

令和６年度の数値になるんですけども、岸

和田市が24.7％、国が13.31％、大阪府が

16.19％となってございます。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 御質問の１の２、子ども食堂への支援に

ついて御答弁いたします。 

 子ども食堂につきましては、地域の皆様

の自主的な活動によって、交流の場や地域

における子供の居場所としての役割を担っ

ていただいております。 

 また、国においてもこどもの居場所づく

りに関する指針が策定され、地域全体で多

様な居場所を確保していくことが重要とさ

れております。本市におきましても、今後

策定いたしますこども計画の中で子供の居

場所づくりを重要な施策の１つとして位置

づけ、その中で、子ども食堂をはじめとす

る地域の様々な居場所をどのように支援し

ていくのか、方向性を検討していく予定で

す。 

 次に御質問の１の３、独り親家庭への支

援について御答弁いたします。 

 児童扶養手当は、離婚した父または母が

児童を養育している場合、父または母が死

亡し、残された母または父が児童を養育し

ている場合、母が婚姻によらず懐胎した児

童を養育している場合などが対象となりま

す。 

 児童を養育している母または父には、児

童１人の場合は月額最大４万8050円、２人
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の場合は月額最大５万9400円、以降、１人

増えるごとに月額１万1350円を加算して支

給いたします。なお、所得制限がございま

して、養育している母、また父の所得が基

準額を超える場合は、全部支給停止または

一部支給となります。 

 本市における受給資格者数は令和８年７

月末現在で2178名で、その内訳は、全部支

給者が1271名、一部支給者が633名、全部停

止者が274名です。令和７年度の支給実績は

11億3703万7140円でございます。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 答弁を頂きました。まず、就学奨励制度

についてお尋ねをしていきたいと思います。 

 その前に一言、父母負担の状況で申し上

げたいと思います。 

 今、岸和田では、小中学校ともに学校給

食の無償化が実施されています。年間を通

じて、１年間無償化というのは初めてのこ

とだと思います。 

 しかし、まだ学校では教材費など徴収金

があります。金額を尋ねますと、小学校で

は月1600円から2000円。学年によって、少

し低学年は安くて、５・６年生になると高

くなる。４年生からは、修学旅行費を毎月

2000円集めているということです。校区の

小学校に聞きました。中学校にお尋ねをし

ますと、教育費は年に１万円と定めており

ます。月に直しますと1000円ちょっととい

うところで、給食費がなくなったことで、

随分その月々の学校への徴収金というか、

父母負担が減ったということが私もよく分

かりました。就学奨励によって給食費はカ

バーされていますが、それを受けられてい

ない家庭にとっては大変助かっているとい

うことです。ぜひ給食の無償化を続けてい

ただきたいと思います。 

 今、就学奨励制度の認定率を答えていた

だきましたが、岸和田市が24.7％、全国平

均が13.3ですから、岸和田が２倍近くある

ということです。大阪府の平均が16.2％で、

大阪の中でも岸和田は随分高いほうになっ

ています。 

 再質問したいんですが、岸和田市の認定

率が全国平均よりもかなり高く、大阪府で

も高い。岸和田市の基準は、生活保護の1.1

倍というのが就学奨励制度の認定基準です。

その範囲に、全部が同じ制度ではないです

が、基本的に国が大きく関わってきた制度

ですから大体同じような制度として、岸和

田や大阪や全国の貧困の状況がこれによっ

て分かると思うんですが、岸和田はその中

に人数がたくさん入っているということで

す。言い換えれば、岸和田では所得の低い

市民がほかに比べて多いということを示し

ていると思います。 

 今回、就学奨励制度の認定基準を上回っ

たことで認定されなかった家庭が、認定さ

れた家庭とどれほど違うのか。認定された

世帯のその周辺にかなりの家庭がおられる

と思います。認定されなかった世帯も、認

定された世帯とはそれほど変わらない経済

的困難を抱えている家庭が多いと思います。 

 ですから、生活保護基準の1.1倍というこ

ういう低い基準をいつまでも続けるのでは

なしに、他市では1.2倍や1.3倍のところも、

大阪府内でもかなりあります。その意味で、

現在の岸和田の就学奨励の基準を1.2倍に引

き上げることを求めたいと思いますが、答

弁をお願いします。 

○友永修議長 

 山田教育総務部長。 

○山田潤教育総務部長 

 今、議員のお話にありましたように、本

市の就学奨励制度の基準というのは国の生

活保護基準を基に定めておるものでござい
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ます。 

 お話にありましたように、基準の引上げ

については関係団体からも要望を頂いてい

るところではございます。その見直しにつ

いては、国の動向ですとか他市の状況等も

勘案しながら、制度の趣旨、あるいは本市

の財政負担とのバランス、そういうのも考

えた上で必要に応じて検討してまいりたい

と考えてございます。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 検討するというお話ですが、市民の生活

状況を見てほしいと思います。働く人の収

入は上がってはいません。1997年をピーク

に、賃金は上がっていないんです。名目で

は上がっても、実質賃金は上がっていませ

ん。むしろ、この物価高騰の中で下がって

いるということが問題です。 

 もう少し言いますと、税や社会保障の機

能は所得の再分配と言われています。この

世の中で所得の高い人と低い人がおるとい

うことは、これはもう当然というか、この

資本主義の社会では当たり前のことです。

その格差を是正するために、収入の多い人

から税を多く払ってもらって、低い人に社

会保障として給付をする。就学奨励もその

１つです。 

 ところが、これが機能していないんです。

例えば国民健康保険料を取り上げますと、

夫婦と子供２人の４人家族、年収400万円で

保険料を出してもらったんですが、63万275

円です。年収400万で63万を超える保険料で

す。高いですが、これが国民健康保険の仕

組みになっています。５年前は、同じ400万

の収入で保険料は56万632円です。５年間で、

10万円ではないですが、８万円ほど上がり

ました。収入が1000万の人の保険料もちょ

っとお尋ねをしました。夫婦と子供２人の

同じ条件です。保険料は144万7051円と、こ

れも随分高いです。 

 収入に対する保険料の割合を計算します

と、400万の人は保険料は15.7％でした。

1000万円の人は14.47％。どちらも高いんで

すけれども、400万円の収入の人のほうが保

険料の率は高くなってるんです。本来、累

進性で高い収入の人が高く払う、率も高く

なるというのが当たり前ですけれども、そ

うはなっていないんです。そういう逆進性

というこんなものが今起こってるわけです。

これは世界の中でも特異な例と言われる研

究者の本がありました。ですから、岸和田

の市民、そして子供たちを救うために、貧

困や高いそういう教育費にも困っている人

たちを救うためにも、1.2倍にしてもらいた

いと思います。 

 もう１つ、例を申し上げます。先ほど、

母子家庭の問題で厚労省の国民生活基礎調

査というものを紹介しましたが、その中で

全世帯の生活が苦しいと答えている方が、

2020年との比較ですが、51％から53％に増

えています。高齢者世帯は48％から52％、

母子世帯は75％から82％と、それぞれ苦し

いという答えです。そういう意味でも、ぜ

ひ就学奨励の基準を改定するように求めた

いと思います。 

 次に進みます。 

 質問の３つ目として、要望が多い入学準

備金の支給を早く求めたいと思いますが、

４月に入学する新入生へ、学校からの入学

説明会の案内を前の年の年末に発送すると

聞きました。必要な準備も年明けから始ま

っていきます。ところが、３月に入学準備

金が支給される。もっと早くできないかと

いう強い要望がありますが、いかがでしょ

うか。 

○友永修議長 

 山田教育総務部長。 
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○山田潤教育総務部長 

 今、議員のお話にもありましたように、

入学準備金の支給時期については、以前９

月支給を行っておりましたが、現在は入学

前の３月に支給をしている状況なんですけ

ども、支給対象となる世帯なんですが、岸

和田市の小中学校に入学予定の児童生徒さ

んがいる家庭というのが対象になっており

ます。年度末の時期になりますと、当然の

ように市外への転出ですとか、あるいは市

立の学校ではなく府立ですとか私立ですと

か国立ですとか、違う学校へ進学をする方

も当然いらっしゃいますので、支給対象と

ならない世帯というのが発生する状況がご

ざいます。そういった世帯をも把握するた

めの期間というのを考慮いたしますと、３

月の支給時期というのをさらに進めるとい

うのはなかなか非常に困難な状況でござい

ます。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 困難があるということは今の説明でも分

かりました。この問題をどうクリアするか

というのは、１つの課題ではあると思いま

す。 

 この質問はこれで終わりますが、先ほど

から申し上げましたように低所得の方々の

非常に生活の厳しい中で、経済的理由で就

学困難な家庭を支援するというこの趣旨を

ぜひしっかりと充実させるようにお願いし

まして、この質問は終わります。 

 次に、子ども食堂への支援についてお尋

ねをします。 

 答弁では、子供の居場所づくりの国の指

針もありますし、これから策定していくこ

ども計画の中で子供の居場所や子ども食堂

の支援計画をつくっていくという答弁で、

これは了解をします。当事者の意見を十分

踏まえて策定をしていってもらいたいと思

います。 

 それについて、続いて再質問を行います。 

 子ども食堂を運営する上で、運営の資金

や食材や物資の調達や、スタッフやボラン

ティアの確保など、こういう悩みがありま

す。言い換えれば、こういうこれらの支援

を受けながらやってこられたわけですが、

この点で今、岸和田で30か所を超える子ど

も食堂が活動しているわけですが、これま

で社会福祉協議会の働きが大きかったと思

います。子ども食堂の立ち上げや資金繰り

や食材のことなど、いろいろアドバイスを

受けながらやってきたというふうにお聞き

をしています。 

 この点でもさらに市の支援が必要だと思

いますが、市として支援の在り方も含めて、

今、市がお考えのことをお聞かせいただき

たいと思います。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 子ども食堂は、それぞれの地域の実情や

運営者の思いを反映しながら、柔軟かつ自

主的に活動されることに大きな意義がある

と考えております。そのため、行政が一律

の基準を設けて直接的な財政支援を行うこ

とについては、活動の自由度を損なったり、

申請や実績報告書の作成など事務負担が増

加する可能性もありますので、慎重に検討

する必要があると考えております。 

 そのため、行政による支援は必ずしも直

接的な補助金の交付だけではなく、必要な

情報を届け、地域の活動同士をつなぎ、民

間の支援資源を活用しやすくするなど、地

域の自主性を尊重しながら活動を支えてい

く仕組みが重要であると考えております。 

○友永修議長 

 中井議員。 
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○23番 中井良介議員 

 答弁を頂きましたが、各拠点というか子

ども食堂が自主的な活動を行っており、そ

れを尊重して支援していくことが重要だと

いう答弁で、この点は大事なことだと思い

ます。 

 次に行きます。 

 子ども食堂は、繰り返しますが、食事を

提供するだけではありません。運営してい

るある方は、子供に関わっていくと、家庭

の複雑な状況、親の離婚や経済的な問題が

あって、子ども食堂に喜んで来たのにすぐ

転居しなければならない子がいたり、また

養護施設に入っていた子や、親から身体的、

精神的な虐待を受けているなどの背景が見

えてくるようになりましたと言っておられ

ます。 

 子ども食堂には、様々な問題を抱えてい

る子供が来るところでもあると思います。

子ども食堂をやっている方は、こういう子

供たちを何とかしたい、力になりたいと、

そう思って活動されていると思います。こ

ういう子供たちを専門性のある、例えばカ

ウンセラーや児童心理司、あるいは専門機

関につないで解決のために歩を進めていき

たいと思うんですが、この点で市はどのよ

うにお考えでしょうか。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 子ども食堂をはじめとする地域の居場所

づくり支援の１つといたしまして、運営者

が必要な情報やノウハウを得られる環境を

整えることは有効であると考えております。

まず、本市の広報媒体を活用し、専用機関

の相談窓口を含めた必要な情報を発信する

ことで、関係機関をはじめ、地域住民や企

業とのつながりを生み出す取組が重要であ

ると考えます。 

 次に、行政だけでは持ち得ない専門的な

知識や地域ネットワークを活用するため、

中間支援団体との連携についても検討する

とともに、こども計画の策定を契機といた

しまして、現在ある地域の取組を大切にし

ながら、行政としてどのような支援が効果

的なのかを整理し、継続的な子供の居場所

づくりにつながるよう努めてまいります。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 市長に一言お尋ねをさせてもらいたいと

思います。 

 先日、八木市民センターで市長のタウン

ミーティングがありました。子育てのこと

がテーマでしたので、子ども食堂のことも

出ました。市長はそのときに、あまり子ど

も食堂を好ましいとは思っていないという

趣旨の答弁をされました。なぜなら、子供

の食事というのは親がしっかり作ることが

親の務めだと。真っ当な御意見だと思うん

ですが、市長が子ども食堂についてどう思

っておられるのか、ちょっともう１つお尋

ねしたいと思います。 

○友永修議長 

 佐野市長。 

○佐野英利市長 

 子ども食堂は、御家庭によって、ある事

情によってお１人で食事をされる子供さん

にとっては居場所づくりとして大変有意義

な場所だというふうには認識しております

が、先ほど中井議員も言いましたけども、

基本的には各御家庭で食事は用意していた

だけるものがいいのかなというふうに思っ

ています。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 そのとおりだとは思うんですが、私も子
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ども食堂がさらに盛んにあちこちでつくら

れたほうがいいなんていうことは思ってお

りません。やはりちゃんと子供が家庭の中

での食事が取れるというのが望ましいわけ

ですし、子ども食堂をやっている人ともそ

んな話もしています。 

 ただ、現状を見てもらいたい。お分かり

だと思いますが、ちょっと幾つか挙げさせ

てもらいます。国際ＮＧＯセーブ・ザ・チ

ルドレン・ジャパン、子供を救うという国

際的なＮＧＯですが、その日本支部のこと

が新聞に出ておりまして、この７月に食生

活の実態調査結果が発表された。１日１人

当たりの食費が500円を下回るなど、困窮家

庭での食の危機が深刻化していることが明

らかになりました。8736世帯が回答して、

９割以上が女性の独り親です。これまでこ

の団体から支援を受けてきた方々が回答し

てはるんだと思いますが、９割が物価高騰

により十分な食品、食料を買うお金がない

と回答しています。学校給食のない長期休

暇中、子供の食の状況は極端に悪化してい

る。こういうことです。 

 もうちょっと付け加えます。大きな話で

すが、イギリスの話なんですが、英国人の

日本の大学の教授が里帰りで自国へ戻った

ときに、食品の高いのに驚いたという。全

英では、200万人もの子供がフードバンク、

食品支給に頼っているという状況です。 

 物価高が政治の焦点と化したのは米国も

同じだということで、ニューヨークでは、

世界一豊かなまちだと思うんですが、住民

が家族を養える都市に戻す、ニューヨーク

の市長のマムダニ氏がそういう市営のスー

パーをつくって安く売るという、こういう

食料自体が本当に賄えない、そういう状況

があるということが現実に今あるわけです。

この問題は以上で終わります。 

 次に、独り親家庭のことについてお尋ね

をします。 

 答弁では、児童扶養手当が母子世帯にと

って大事な現金給付ですが、全額支給で月

４万8050円。決して多いとは言えませんし、

これで生活できるわけではありません。 

 再質問します。 

 この間、市役所で児童扶養手当の受給者

の方々に現況届の手続を求めてきたと思い

ますが、何を確認しているのかお答えくだ

さい。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 児童扶養手当は、受給資格を有する方に

ついて、毎年８月１日から８月31日までの

間に現況届を支給機関へ提出しなければな

らないと定められております。 

 また、受給開始から５年を経過するなど

の要件に該当する受給資格者に限っては、

就業している、または就職活動を行ってい

るなどの確認ができなければ、支給額の一

部が停止、つまり受給額が減額される制度

となっております。 

 このため、現況届の手続の際に就業して

いるかどうか、または求職活動などを行っ

ているかどうかを確認できれば受給額が一

部支給停止とはなりませんので、必要書類

の提出をお願いしているところです。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 働いているか、あるいは求職活動をして

いるかを報告を求めてるわけですが、働か

なければ児童扶養手当を停止したり減額し

たりするぞという、ちょっとどうかなとい

うようには思うんですが、日本というか、

母子世帯のお母さんは圧倒的に働いてるん

です。先ほどの生活実態基礎調査を紹介し

ましたが、そこでは母子世帯の収入源の



- 38 - 

80.3％が働いての収入なんです。こういう

手当は、１割ほどしかその収入の中に占め

ていません。この人たちが、実は収入が先

ほど示しましたように少なくて、貧困状態

にある。 

 ですから、働いてるかどうかを確かめる

だけじゃなしに、どう働いてるか、もっと

生活できる仕事をすることを支援すること

が非常に大事だと思うんですが、その点で

いかがでしょうか。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 現在、独り親家庭への支援事業といたし

まして、主に公正証書等作成促進給付金支

給事業、母子・父子自立支援プログラム策

定事業、自立支援教育訓練給付金支給事業、

高等職業訓練促進給付金支給事業の４つの

事業を行っております。 

 まず公正証書等作成促進給付金支給事業

は、養育費の取決めに係る公正証書等の作

成費用の一部を助成するもので、令和７年

度の実績は26件、49万1008円です。 

 続いて母子・父子自立支援プログラム策

定事業は、個別面接を行い、生活状況や就

業意欲等を把握した上で自立に向けた支援

プログラムを策定するもので、令和７年度

の策定件数は32件でございます。 

 自立支援教育訓練給付金支給事業は、就

職やキャリアアップに必要な教育訓練講座

の受講費用の一部を支給するもので、令和

７年度の実績は９件、356万3138円です。 

 最後に高等職業訓練促進給付金支給事業

は、資格取得のために養成機関で修業する

際の生活費の一部を支給するもので、令和

７年度の実績は20件、2342万2000円です。

また、養成機関での課程を修了した方には

別途、修了支援給付金を支給しておりまし

て、令和７年度は５件、22万5000円となっ

ております。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 いろいろ御答弁を頂きました。看護師な

んかの仕事に就く、そういう支援も行って

おるということを伺いました。 

 最後に、母子家庭の子供たちへの支援と

いうことでは、あればお答えいただきたい

と思うんですが、いかがでしょうか。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 こども家庭応援部では、独り親家庭の児

童に対し、直接的な支援を行う事業はござ

いません。 

 ただし、子育て支援課が事務局として関

わっています岸和田市母子寡婦福祉会にお

いて、独り親家庭の母と児童が一緒に参加

できる事業を実施しております。主な事業

といたしましては、研修バスツアー、ミカ

ン狩りなどの日帰りイベント、親子交流会

などがございまして、それぞれ30人から60

人程度の市民の方に御参加いただいている

と報告を受けております。 

○友永修議長 

 中井議員。 

○23番 中井良介議員 

 母と子供が参加するそういうイベントも

あるということで、こういう子供たちがこ

ういう体験をするというのはほかの家庭に

比べるとやっぱり少なくなっているという

そういう調査もありますので、ぜひそうい

うことも続けていただきたいと思います。 

 以上で私の一般質問を終わります。あり

がとうございました。 

○友永修議長 

 次に、昼馬議員。 

   （８番 昼馬光一議員登壇） 



- 39 - 

○８番 昼馬光一議員 

 無所属フォーラムの昼馬です。一般質問

させていただきます。３点ございます。 

 まず１点目、学校水泳の現状等について

質問いたします。 

 学校における水泳授業の始まりは、1955

年、昭和30年に高松市沖で修学旅行中の小

中学生が乗った連絡船紫雲丸が沈没し、168

人が犠牲になる水難事故にまで遡ると言わ

れているそうです。つまり、学校における

水泳授業は、命を守るために始めたとされ

ています。 

 しかし、近年、プールの改修や維持管理

のためのコスト削減などを理由に、小中学

校の水泳授業を外部の民間業者に委託する

取組が進んでいます。本市においても、民

間プールへの委託を進めています。 

 ここで質問します。 

 外部の民間業者に委託をし、専門家の指

導を受けた子供たちの泳力向上には一定の

効果があると考えます。ただし、授業計画

や成績評価を担うのは教員であることには

変わりありません。水泳授業から距離を置

く教員の指導力をどのように保つのかが課

題で、教員が指導法を学ぶ機会の必要性が

これまで以上に高まっていると思います。

どのように対処していますか、お答えくだ

さい。 

 ２点目です。こんにちは赤ちゃん事業に

ついて質問いたします。 

 こんにちは赤ちゃん事業は、以前、民生

委員児童委員協議会に依頼して行っていた

と思いますが、現在はこども家庭すこやか

センターの助産師や看護師、保育士などの

専門職が訪問しています。こんにちは赤ち

ゃん事業の制度としては、民生委員、児童

委員や子育て経験のある一般人も含めて幅

広く登用できるとなっています。 

 まず、こんにちは赤ちゃん事業は、いつ

頃、何のためにできたのかお答えください。 

 ３点目です。普通ごみの有料指定袋制に

ついて質問いたします。 

 岸和田市がごみ有料指定袋制を導入した

十五、六年前、財政危機に陥った際、ごみ

袋有料化で２億から３億の財源を捻出しよ

うとしたと聞いていますが、ごみ袋の有料

化はいつから実施したのか、またその実施

に至った理由を御説明ください。 

 以上３点です。あとは自席でやらせてい

ただきます。 

○友永修議長 

 倉垣学校教育部長。 

○倉垣裕行学校教育部長 

 御質問の１、学校水泳の現状等について、

学校教育部よりお答えをさせていただきま

す。 

 議員お示しのとおり、水泳の授業計画の

作成や学習評価については、民間事業者委

託であっても各学校の教員が行ってござい

ます。もちろん、子供たちに対して直接的

な指導を行う民間事業者とも綿密な事前の

打合せ等を行うこととしてございます。 

 教員が指導法を学ぶ機会に関するお尋ね

でございますけれども、各学校の教員は水

泳指導者講習会に参加したり、夏季休業中

に実施されるスポーツ振興課主催の初心者

水泳教室、こちらに指導員として参加した

りすることで泳法の指導法を学んでいると

ころでございます。今後も同様の取組を継

続しながら、教員が指導法を学び、指導力

を向上させる、そういった機会の確保に努

めてまいりたいと考えてございます。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 御質問の２、こんにちは赤ちゃん事業に

ついて御答弁をいたします。 

 乳児家庭全戸訪問事業、いわゆるこんに
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ちは赤ちゃん事業は、平成20年の児童福祉

法改正により新設された事業でございます。

原則として生後４か月を迎えるまでの全て

の乳児のいる家庭を訪問し、子育ての孤立

化を防ぐため、家庭における様々な不安や

悩みをお伺いするとともに、子育て支援に

関する必要な情報提供を行い、支援が必要

な家庭には適切なサービスにつなげること

で、地域の中で子供が健やかに育成できる

環境整備を目的といたしております。 

 本市では、民生委員児童委員協議会に訪

問を依頼する形で、平成21年６月から事業

を開始いたしました。 

○友永修議長 

 山田環境農林水産部長。 

○山田俊晴環境農林水産部長兼農業委員会事務

局長 

 御質問の３、普通ごみの有料指定袋制に

ついてお答えいたします。 

 本市の普通ごみ有料指定袋制は、きしわ

だ行財政再生プランを契機として、平成22

年４月から導入しております。導入の目的

はごみ処理に要する財源の確保とごみ減量

化の推進であり、特に指定袋の負担を通じ

て市民の皆様にごみ減量化への意識を持っ

ていただくことを重視しているところでご

ざいます。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 それでは、学校水泳の現状について再質

問いたします。 

 先生方が水泳指導者講習会に参加したり、

指導法を学ぶ機会の確保に努めていること

を聞いて安心いたしました。 

 続いての質問です。水泳授業を委託した

としても、子供の安全に対する責任は教員

が担っており、指導法を学ぶ必要があると

思いますが、どのように対処していますか、

お示しください。 

○友永修議長 

 倉垣学校教育部長。 

○倉垣裕行学校教育部長 

 水泳指導時の安全確保につきましては、

民間委託のインストラクターの方のみなら

ず、引率の教員、こちらも共に指導に当た

りながら、プールの内外を問わず安全に配

慮しているという状況でございます。 

 議員お示しのいわゆる自己保全、子供た

ちが自らの身を守る方法、こういったもの

について学ぶ機会についてでございますけ

れども、今年度は教員向けの水泳指導者講

習会におきまして、泳法の指導のみだけで

はなく、消防本部から消防士の方に講師と

してお越しいただいて、救急救命法や水難

時の自己保全の方法等について学んでいる

というところでございます。今後も同様の

取組を継続して、教員が子供たちに自分の

身を守る方法を正しく指導できる、そうい

った指導法を学ぶ機会の確保、こちらに努

めてまいりたいと考えてございます。 

 なお、民間委託の水泳指導におきまして

も、水難時の自己保全の方法について子供

たちが指導を受けているという状況でござ

います。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 安全に関しても、教員向けの指導者講習

会で学んでいると聞いて安心いたしました。 

 では、本市における今年度の民間委託の

取組状況を教えてください。 

○友永修議長 

 倉垣学校教育部長。 

○倉垣裕行学校教育部長 

 本年度は、幼稚園と中学校１・２年生、

こちらでは１学年当たり２回、小学校では

１学年当たり３回の実施をしてございます。
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実施時間は、幼稚園が１回当たり60分、小

学校及び中学校が１回当たり75分となって

おります。 

 市民プールの老朽化が進み、多くのプー

ルが閉鎖となっていく中で少しでも子供た

ちが水泳に取り組む機会を多く確保できる

ように、全ての学校園での民間事業者委託、

こちらを目指しまして、既存の民間施設の

受入れ枠の拡大でありますとか新たな民間

施設の開拓、こちらに努めているところで

ございます。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 民間委託における水泳授業においても、

学校の先生方が指導と評価や安全に対する

配慮などを適切に行っていることがよく分

かりました。引き続き、子供たちにとって

よりよい水泳授業の継続をお願いいたしま

す。 

 教育長にお尋ねします。 

 現在、屋内プールの準備が進められてい

ますが、今後、市内に屋内プールが１つの

みで子供たちの泳ぐ機会を確保できるのか、

また泳げる力がつくのか、どのようにお考

えかお示しください。 

○友永修議長 

 谷教育長。 

○谷桂輔教育長 

 泳ぐ力の習得についてでございますけれ

ども、まず最初に、泳ぐ力は学校が指導す

る水泳の授業の中で、民間事業者委託も含

めまして、そこで身につけていくというの

が第一というふうに考えております。とこ

ろが、それで全て解決するというわけでは

ございませんので、小学校から中学校にか

けて毎年繰り返して水泳指導を行うことで、

少しずつ泳ぐ力を身につける子供が増えて

いくものと考えております。 

 その際、泳ぐ力の中心的な内容、もう皆

さん御承知のように、水中での体のバラン

スの取り方、必要以上に力を入れないであ

るとか、適切に脱力をすることで水中でバ

ランスを取ると。それに併せて、水中で動

いていくときに必要になってくるのは呼吸

でございます。水中での体の保持の仕方及

び呼吸の仕方というものを重点的に、繰り

返し学校での指導では積み重ねていくこと

で、それを少しずつ身につけさせたいと思

っております。その際、議員もお話の中に

ありましたように、水難事故などの場合、

自分の身の安全を守るための泳力の必要性

でありますとか、泳ぐことへの意欲を併せ

て指導の中では培っていくことが大切だと、

このように考えております。 

 部長のお答えの中にもございましたが、

現在、民間の事業者委託を進めております

が、本市同様、近隣の市におきましてもそ

のような取組が進んでおりますので、大変

過密になっている状況がございます。令和

11年度中の供用を目指していただいている

屋内市民プールと併用することで安定的に

学校での水泳指導ができるものと、このよ

うに考えております。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 答弁ありがとうございます。 

 安定した水泳授業が実施できるものと考

えていますとのことですが、先ほどの質問

３で答弁いただきました本年度１年間で泳

ぐ回数と時間ですが、幼稚園は年２回、時

間にして２時間、小学校では年３回、時間

にして３時間45分、中学校では年２回、時

間にして２時間30分です。この回数と時間

では、幾ら正しい泳ぎ方を教えてもらって

も、泳げるようになるとは思いません。あ

とは練習が必要です。 
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 ここで市長に質問いたします。 

 今、岸和田市に残っているプールは、太

田プール、浜プール、桜台プール、中央公

園プールの４つの市民プールです。令和11

年度にはこの４つのプールも廃止し、中央

公園に新設の屋内プール１つとする計画で

す。どれだけの規模か分かりませんが、１

つでは練習する場所が確保できるとは思い

ませんし、市長の掲げる屋内プール等のス

ポーツ施設の整備、改修を進め、子供から

高齢者まで体力向上、健康寿命の延伸を図

りますという公約を達成できるとは思いま

せん。これについてどう思われるかお聞か

せください。 

○友永修議長 

 市長。 

○佐野英利市長 

 屋内プールの整備箇所数や規模について

は、近年の市民プール等、そしてまなび中

央公園プールの利用者数、そして屋内プー

ルで受け入れられる学校水泳授業の人数や

回数、そして民間を対象としたサウンディ

ング型市場調査等を踏まえて、１か所、規

模は25メートルでプールが８レーン程度、

そして幼児用プールが適正規模と判断をし

ております。 

 私が公約に掲げております屋内プールの

整備は、単に新しいプールを１つ造るとい

うことではありません。これまでの屋外プ

ールは、どうしても利用できる時期が夏場

に限られます。さらに、近年は猛暑が続い

て、熱中症への対応など、屋外での活動そ

のものが難しい日が増えてきています。こ

れからは、天候や季節に左右されず、年間

を通じて安心して利用できる屋内プールへ

転換していくことが重要だというふうに考

えております。 

 議員御指摘のとおり、水泳は授業だけで

泳げるようになるものではなく、その後、

実際に水に触れ、練習できる機会をつくる

ことも大切です。新しい屋内プールについ

ては、学校教育での活用だけでなく、子供

たちが泳ぐ機会、そして市民の皆様の健康

づくり、高齢者の皆さんの体力維持など、

幅広い世代が年間を通して利用できる施設

にしていきたいというふうに考えておりま

す。 

 今ある４つの屋外プールから１つの屋内

プールになるという数だけではなくて、年

間を通じて、より多くの市民の皆様が安全

で快適に利用できる環境をどうつくるか。

そこを大切にしながら、私が掲げる子供か

ら高齢者まで、体力の向上と、そして健康

寿命の延伸につながるスポーツ環境の実現

を目指していきたいと思っております。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 市長、答弁ありがとうございます。 

 市内にプール１か所が適正規模と判断し

ていますということですが、私は幾ら室内

プールとはいえ、１か所では物理的に無理

があると思います。 

 まず、専門家の指導を受けた生徒の泳力

向上のための練習場所は新設の屋内プール

になると思います。行きたくても、アクセ

スの面で気楽に行けないと思います。 

 また、岸和田市民は18万5000人います。

その受皿に、プール１つで消化できるのか

不安であります。今までプールの件で担当

課と打合せをしてきましたが、１か所が適

正規模と判断していますとかたくなにおっ

しゃいます。 

 市長にお願いですが、もう少し市民サー

ビスも考え、柔軟に対処していただくこと

をお願いし、この質問を終わります。 

 続きまして、こんにちは赤ちゃん事業に

ついて再質問いたします。 
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 それでは、なぜ岸和田市は、民生委員、

児童委員へ依頼していたものを、生後４か

月までの乳児の家庭訪問を専門職の直接実

施に移行したのか、お聞かせください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 こんにちは赤ちゃん事業につきましては、

事業開始以降、民生委員、児童委員の皆様

の御協力を頂きながら実施してまいりまし

た。しかし、令和４年12月、伴走型相談支

援及び出産・子育て応援給付金を一体的に

実施する事業が創設され、出産後の給付金

の支給については、こんにちは赤ちゃん訪

問などを活用した専門職や市職員の面談に

よる相談支援が必須となりました。 

 こうした制度の変化を踏まえ、本市では

令和６年度から市の助産師、看護師、保育

士等が直接訪問を担当する体制に移行いた

しました。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 出産後の給付金の支給に当たって専門職

等の面談による相談支援が必須となったこ

とで、民生委員、児童委員さんから専門職

に移行したということが分かりました。 

 ただし、民生委員、児童委員さんや地域

の方たちは、以前は町内のどこで赤ちゃん

が生まれた家庭があるかなど地域の状況が

分かっていたのが、今は全く分からず、唯

一、子育てサロンに来る人のことしか分か

らない。交流して必要な応援をしたいと思

うが、情報がないとおっしゃっています。

子育てが大変な御家庭の見守りや支援など、

地域で協力し、みんなで助け合う社会にな

ればいいと思いますが、協力していけるこ

とはあるのでしょうか、お答えください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 民生委員、児童委員の皆様や地域の方々

が子育て家庭を見守り、必要な支援につな

げていただくことは、本市の子育て支援に

とって非常に重要であると認識をいたして

おります。 

 現在、市の職員がこんにちは赤ちゃん訪

問を行う際には、各地域で実施いただいて

おります子育てサロンのチラシをお預かり

し、訪問先へ配付いたしております。また、

保健師や理学療法士、管理栄養士などの専

門職が子育てサロンの講師としての依頼を

受けまして、子供の体の発達や離乳食など、

保護者の関心が高いテーマについてお話し

しております。 

 今年６月に新たに主任児童委員になられ

た方にもこんにちは赤ちゃん事業をはじめ

とする市の子育て施策を御理解いただくた

め、主任児童委員の定例会にこども家庭課

職員が出向き、御説明をさせていただきま

した。今後もこうした機会を通じて定期的

に情報交換を行い、地域の皆様が子育て家

庭を支えていただくために必要な情報を共

有してまいりたいと考えております。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 ありがとうございます。民生委員、児童

委員さんに情報交換、情報伝達、よろしく

お願いいたします。 

 最後の質問です。 

 民生委員、児童委員さんや地域の方たち

からは、例えば、御飯を作ってもらえない、

夏でもあざを隠すため長袖を着ているなど、

生後間もない赤ちゃんだけでなく、小中学

生の児童虐待ではないかと思われる事象も

見受けられ、年々数が増えていると聞いて

います。 
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 専門職の方々の見方では、岸和田市での

状況はどのようになっているでしょうか、

お答えください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 市の児童虐待対応件数は、令和６年度ま

で増加傾向にございましたが、令和７年度

には減少に転じました。しかしながら、市

が年度中に新たに対応した件数は350件と決

して少なくはございません。 

 児童虐待は家庭の中で起こることが多く、

外からは見えにくいものです。そのため、

地域で日頃から子供を見守ってくださる民

生委員、児童委員の皆様や地域の方々の気

づきは、早期発見と早期対応につながる大

変重要なものと考えてございます。少しで

も気になる事案があればためらわずに通告

や相談をしていただけるよう、毎年11月の

児童虐待防止推進月間を中心に、ホームペ

ージや広報紙、街頭での啓発、町会へのポ

スター掲示の依頼などを行っております。

今後も、地域全体で子供を守る意識の醸成

に努めてまいります。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 ありがとうございます。 

 民生委員、児童委員さんは、地域に密着

し、地域の幸せを願って頑張ってくれてい

ます。地域の安全、安心は民生委員、児童

委員さんなくしては成り立ちません。今後

とも、情報を交換し、力を合わせて地域を

守っていただくことをお願いし、この質問

を終わります。 

 ３点目の再質問でございます。普通ごみ

の有料指定袋制について再質問いたします。 

 有料指定袋の導入により、どの程度の効

果があったのでしょうか、お示しください。 

○友永修議長 

 山田環境農林水産部長。 

○山田俊晴環境農林水産部長兼農業委員会事務

局長 

 財政面では、指定ごみ袋の売上げにより

毎年度約２億円の歳入があり、近年では、

令和５年度は約２億3880万円、令和６年度

は約２億3860万円、令和７年度は２億2670

万円と、財政効果があるものと認識してお

ります。 

 また、ごみ減量化の面につきましては、

導入直前の平成21年度の普通ごみ総排出量

３万4569トンが導入後の平成22年度には２

万8483トンとなり、約21.4％の減量効果が

あったことを確認しております。近年も、

令和５年度２万6612トン、令和６年度２万

5860トン、令和７年度２万5533トンと減少

傾向が続いており、効果は維持されている

ものと考えております。 

 いずれにしましても、こうした効果は市

民の皆様の御負担と御理解、御協力の下、

得られているものと認識しております。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 市民の皆様の協力の下に成り立っている

とのことですが、それでは、岸和田市と貝

塚市も同じ岸貝清掃工場で焼却をしている

にもかかわらず、45リットル袋10枚入りの

販売価格は本市が450円、貝塚市が200円と

本市が倍以上高いのはなぜでしょうか。 

○友永修議長 

 山田環境農林水産部長。 

○山田俊晴環境農林水産部長兼農業委員会事務

局長 

 本市の指定ごみ袋の価格は、１リットル

当たり１円を基準に、議会、審議会、パブ

リックコメントを経て設定したものでござ

います。これは、全国的にも多くの自治体
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で採用されている水準となります。 

 一方で、貝塚市とは同じ処理施設を共同

で運営しているものの、処理施設に至るま

での収集体制や経費、人口規模などの状況、

ごみ処理に対する方針や考え方が異なって

おります。指定ごみ袋の価格は、各自治体

がそれぞれの財政状況や予算配分、ごみ処

理施策を踏まえまして判断しているもので

あり、その結果による違いとなっておりま

す。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 市民から、本市はどうしてごみ袋が高い

のですかとよく質問されます。財政危機か

らの脱出、ごみ量の減量と当初の目的は達

成されていると考えますが、指定ごみ袋の

価格を貝塚市並みにしてはどうでしょうか。

今後の考え方をお聞かせください。 

○友永修議長 

 山田環境農林水産部長。 

○山田俊晴環境農林水産部長兼農業委員会事務

局長 

 本市としましては、有料指定袋制は、財

政面の効果に加え、ごみ減量化を進めるた

めの仕組みとして有効に機能していると考

えております。全国的には手数料水準が高

いほど減量効果が大きい傾向がありますが、

事実、近隣５市を比較しますと、手数料水

準が低い自治体が市民１人当たりのごみ排

出量が多い傾向が見られます。価格の引下

げにつきましては、ごみ減量化などへの影

響や一般財源への負担増につながる懸念も

ございます。 

 本市の現価格につきましては、ごみの減

量推進や受益者負担の観点から、廃棄物減

量等推進審議会において審議いただき決定

した経緯もございまして、現時点において

も変更する予定はございませんが、適正な

価格につきましては今後も調査研究を続け

てまいります。 

○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 担当課さんの気持ちは私も理解しますが、

ごみ有料化は財政再建、ごみ減量化を達成

するため、市より市民に協力をお願いされ

たものであります。当初の目的が達成され

たのであれば、無料にするとか、５円でも

10円でも値下げさせていただきますという

のが筋ではないでしょうか。 

 ごみ袋の価格を貝塚市並みにすると市民

からは喜びの声が上がると思いますが、市

長のお考えをお聞かせください。 

○友永修議長 

 市長。 

○佐野英利市長 

 議員御指摘のとおり、同じ清掃工場を利

用している貝塚市と比べると本市は指定の

ごみ袋が高いことについて、市民の皆様が

疑問や、そして御負担を感じられているこ

とは十分理解をしております。しかしなが

ら、単純に袋の価格を引き下げますと、ご

み減量への影響に加えて、歳入が減少して

その分を一般財源で補う必要が生じるなど、

市全体の財政運営にも影響が及ぶことにな

ります。 

 したがいまして、有料指定袋制は現在も

ごみ減量や財政面で重要な役割を果たして

いるというふうに考えておりますので、直

ちに価格を引き下げる考えはございません

が、今後のごみ減量の状況や、そして財政

への影響、全国自治体の状況、そして市民

の皆様の負担などを総合的に検証してまい

りたいと思っております。市民の皆様に御

負担をお願いしている制度であることを十

分認識して、より納得いただける制度とな

るよう引き続き検討してまいります。 
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○友永修議長 

 昼馬議員。 

○８番 昼馬光一議員 

 市長、答弁ありがとうございます。無料

にするとごみ量が増えるとおっしゃってい

ますが、私は岸和田市民を信頼していただ

きたいと思います。 

 最後に、市民が年間２億3000万円を負担

していることを御理解していただき、一日

も早くごみ有料化をなくしていただくよう

お願いし、私の質問を終わります。御清聴

ありがとうございました。 

○友永修議長 

 暫時休憩します。 

   午後３時01分休憩 

   午後３時20分再開 

○友永修議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 この際、お諮りします。 

 本日の会議時間は、議事の都合によりあ

らかじめこれを延長したいと思います。こ

れに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」の声あり〕 

○友永修議長 

 御異議なしと認めます。よって、本日の

会議時間は延長することに決しました。 

 一般質問を続行します。 

 まず、田中議員。 

   （９番 田中市子議員登壇） 

○９番 田中市子議員 

 日本共産党の田中市子です。発言のお許

しを頂きましたので、通告に従い一般質問

に参加いたします。 

 この７月で津久井やまゆり園事件から10

年となりました。施設に侵入して犯行に及

んだ元職員には、意思疎通のできない障害

者は社会に不要であり、安楽死させるべき

という考え方がありました。この事件は犯

罪の手口や大量殺人という特異な側面を持

つものでありますが、その一方で社会に潜

む優生思想や偏見といったものと地続きで

あり、障害者の人権、誰もが生まれながら

に持つ人間らしく幸せに生きるための権利、

そして共生社会の実現をめぐる重大な問題

であるという点で、今回質問する障害者の

虐待問題にも通じるところがあります。 

 それでは初めに、障害者虐待について福

祉部にお尋ねします。 

 本市では、数年前に障害者施設内で痛ま

しい虐待事案が発生しました。その後、市

としても様々な対応をしてきたことと思い

ますが、先日、大阪府の報道発表で、本市

にある放課後等デイサービス事業者が人格

尊重義務違反により指定取消しの処分を受
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けたことが分かりました。府の資料を見る

と、当該事業所において法人代表が利用児

童に対して身体的虐待を行っていた事実が

認められたということです。 

 このようなことを繰り返さないために、

私たち一人一人が誰もが人間として尊重さ

れるという人権感覚を持ち、虐待の芽に早

期に気づくこと、見逃さないことが大変重

要であると考えます。そこで、まず障害者

虐待について概要を説明してください。 

 次に、市立福祉総合センターの防災機能

強化についてお聞きします。 

 2018年、台風21号により本市にも大きな

被害があり、ボランティアの受入れや活動

を調整する機関として福祉総合センターに

災害ボランティアセンターが開設されまし

たが、その際に様々な課題がありました。 

 これは以前の一般質問でお聞きしたこと

でもありますが、例えばボランティアの

方々に使用していただく資機材が不足して

いたことから日本赤十字社から寄贈を受け

たものの、その物資を福祉総合センター内

の備蓄倉庫と少し離れた宮の池倉庫に分散

して備蓄しているという答弁でした。これ

では発災時の混乱時に大変非効率的である

ことから、それらの課題を解消されるよう

要望しましたが、それ以降の改善状況につ

いてお聞きします。 

 ３つ目の質問は、夏休み中のチビッコホ

ームについてです。 

 長期間にわたる夏休み。特に新１年生に

とっては初めての長期休暇となり、チビッ

コホームの利用ニーズも高まる時期であり

ます。本市においても、夏休み期間のみ開

設する夏期臨時チビッコホームが設置され

ています。 

 一方で、夏休み期間中の昼食については、

毎日のお弁当を準備することが保護者にと

って負担となっているほか、気温の高い時

期に長時間保管することから、食品の衛生

面についても配慮が必要であると考えます。 

 そこで、夏休み期間中のチビッコホーム

における昼食の現状についてお尋ねします。 

 現在、児童はどのような点に配慮してお

弁当を持参しているのか。また、持参する

食品について、市としてどのような留意事

項を保護者に周知しているのか。あわせて、

お弁当の保管方法についてもお答えくださ

い。 

 以上で壇上での質問を終わり、以下、自

席にて再質問いたします。御清聴ありがと

うございました。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 御質問の１、障害者虐待について御答弁

いたします。 

 障害者虐待につきましては、３つの種類

がございます。養護者による虐待と障害者

福祉施設従事者等による虐待、そして使用

者による虐待でございます。 

 次に、虐待の類型としまして５点ござい

ます。 

 １つ目として身体的虐待で、殴る蹴るな

どの行為のほか、正当な理由なく障害者の

身体を拘束することも該当します。 

 ２点目は放棄、放置、いわゆるネグレク

トでございます。十分な食事を与えない、

必要な受診をさせないなどがございます。 

 ３点目は心理的虐待で、著しい暴言や著

しい拒絶的な態度、対応などがございます。 

 ４点目は性的虐待で、障害者にわいせつ

な行為をすることや行為をさせることはも

ちろん、人前で排せつをさせたり、排せつ

の支援をする際に他者に見せないための配

慮をしないことも性的虐待に当たります。 

 ５点目は経済的虐待で、不当に財産上の

利益を得ることで、本人のために本人の年



- 48 - 

金や給料を使わないなどが該当します。 

 続きまして御質問の２、福祉総合センタ

ーの防災機能強化について御答弁いたしま

す。 

 議員御指摘のとおり、平成30年の災害ボ

ランティアセンター設置の際に、必要な資

機材が不足していたり、それらを備蓄して

おく倉庫が十分に確保できていなかったな

どの課題がございました。その後、防災担

当部局とも調整を行い、福祉総合センター

敷地の南東側になりますが、別倉庫を確保

し、宮の池倉庫に備蓄しておりました資機

材を移動させております。そして、現在は

福祉総合センター２階の備蓄倉庫と併せて

同じ敷地内にて備蓄を行うようになってお

ります。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 御質問の３、夏休み中のチビッコホーム

につきまして御答弁いたします。 

 夏期チビッコホームの昼食につきまして

は、食中毒などの防止の観点から、火を通

した食品や傷みにくいものを持参するよう、

また冷蔵の必要なものは持たせないよう、

夏期チビッコホームの利用のしおりを通じ

て保護者の方へ周知をしております。 

 また、弁当の保管についてですが、保冷

剤を使用するなど、温度上昇を抑え、適切

に管理していただくことについても併せて

お願いをいたしております。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 ありがとうございます。それでは、障害

者虐待についてから再質問いたします。 

 障害者虐待には３つの種類と５つの類型

があるということと、５つの類型について

は少し具体例も示していただきました。殴

る蹴るといったいわゆる分かりやすい虐待

以外にも様々な対応が虐待に当たるという

ことで、人権侵害について理解を深める必

要性を感じました。 

 今回の事案については福祉施設等従事者

による身体的虐待となりますが、施設内で

の虐待は閉じられた空間でのことなので、

気づかれにくいことがあろうかと思います。 

 そもそも障害者虐待は発見が難しいと言

われています。虐待を受けた当事者が、不

当な扱いを受けても自分のせいと思ったり

して被害を認識しにくいこと、また言葉に

したり伝えたりすることが難しい場合が多

いこと、家族も施設に世話になっていると

いう負い目を感じていたり、やめさせられ

るようなことになってはとなかなか言えな

いこと、施設の側に不適切な支援が蔓延し

ている場合、職員も自覚がなくなることや、

隠蔽体質がある場合などによるものです。 

 虐待はあってはならないことですが、と

りわけ福祉に携わる人、障害がある人やそ

の御家族を支援する側の人による虐待とい

うことで、本当に残念で胸が痛むものです。 

 では、こういった虐待に気づいたとき、

またこれは虐待ではないかと感じたとき、

私たちはどのような対応をしたらいいので

しょうか、お答えください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 障害者虐待に気づかれたときは、速やか

に岸和田市障害者虐待防止センターに御連

絡をお願いします。虐待通報や御相談は、

対面のほか、電話やファクスでも受け付け

をしております。 

 虐待防止センターは市役所の障害者支援

課内にあり、専用電話と専用ファクスを設

置しておりまして、24時間365日、虐待通報

や相談を受け付けております。また、休日
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や夜間などの閉庁時につきましては自動的

に市の代表電話に切り替わり、守衛室から

虐待防止センターに連絡が入り、障害者支

援課職員が対応しております。 

 相談や通報をいただいた方の情報は守ら

れますので、安心して御連絡いただけたら

と思います。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 まずは市の障害者虐待防止センターに連

絡ということですね。また、閉庁時でも受

け付けるとのことでした。 

 障害者虐待防止法にも、虐待を受けたと

思われる障害者を発見した者は、速やかに

これを市町村に通報しなければならないと

あります。 

 では、相談や通報を受け、虐待防止セン

ターはどのような対応をするのでしょうか。

福祉施設等の従事者の場合を例に示してく

ださい。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 まずは事実確認を行います。福祉施設従

事者等からの虐待の場合は、虐待の対応及

び緊急対応の必要性を組織的に判断します。

その後、虐待を受けた方や虐待行為をした

とされる方から可能な範囲で直接状況を聞

いたり、他の職員や管理者、利用者からも

聞ける範囲で聞き取り調査を行います。 

 また、必要に応じて虐待を受けた方を他

の施設で一時保護したり、医療機関で受診

や入院といった対応を行う場合もございま

す。けがなどの確認のほか、医療機関を受

診した場合には医療機関からも聞き取り調

査を行い、それらをもって虐待があったか

どうかの判断をしております。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 虐待を受けた方や虐待行為をしたとされ

る方から可能な範囲で直接状況を聞いたり、

他の職員や管理者、利用者からも聞ける範

囲で聞き取り調査を行うといったことです

けれども、先ほども申し上げたとおり、障

害者の場合、言葉で伝えることが困難であ

ったり、また職場で不適切な支援が蔓延し

ている場合、施設に隠蔽体質がある場合な

ど、十分に把握できるのかということが気

になるところです。実際、過去に起きた虐

待事件の中には、訴えがあったにもかかわ

らず速やかに虐待認定されず、何年もたっ

て深刻化して明らかになったようなケース

も全国に数多く見られます。念入りな調査

の必要性を感じます。その調査を求めるも

のです。 

 では、事実確認で虐待があったと判断し

た場合、どのような対応をするのかお示し

ください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 虐待があったと判断した場合は、施設の

指定権者に報告を行います。今回の事案は

児童発達支援、放課後等デイサービスとい

う障害児の施設であることから、指定権者

は大阪府となりますが、障害者の施設の場

合であれば指定権者は広域事業者指導課と

なりますので、広域事業者指導課と大阪府

に報告をしております。 

 施設に対しましては、改善計画書の提出

を求め、必要に応じてその後の状況確認等

を行います。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 広域事業者指導課や大阪府といったとこ
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ろに報告をし、施設には改善計画の提出を

求めるとのことです。 

 再発防止が何より大切だと考えますが、

そのための取組というのはどのようなもの

かお示しください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 再発防止のための取組としましては、主

に２点ございます。 

 まず、よりよい支援を行うためには、利

用者の権利擁護に関する理解を深めること

に加えて、特定の支援者に過重な負担が集

中したり支援者が孤立したりしないよう、

支援体制の見直し等の必要があることをお

伝えしております。 

 次に、必要に応じて個別に虐待防止研修

を行うなど、事業所を支援しております。

さらに、毎年、年１回開催しております事

業者対象の虐待防止研修への出席を求める

などして再発防止に取り組んでいるところ

でございます。 

 また、各市町より虐待の報告を受けまし

た広域事業者指導課におきましては、当該

施設に対し、サービス提供状況の確認を行

い、利用者の生命または身体の安全に危害

を及ぼすおそれがあると判断した場合は適

切な監査権限の行使に努めているところで

ございます。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 虐待防止や再発防止に向けた取組をお示

しいただきました。 

 よほど悪質な場合を除いては、やはり再

発防止に努めながら事業が何らかの形で続

けられるということが利用者にとっても必

要かなと思うところでありますが、近年の

虐待の通報件数や虐待があったと判断した

件数について教えてください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 直近３年間の件数を御報告いたします。

令和５年度は通報件数66件で、このうち虐

待があったと判断した件数は15件でござい

ます。内訳は、養護者による虐待が10件、

施設従事者による虐待が５件でございます。 

 令和６年度の通報件数は113件で、このう

ち虐待があったと判断した件数は36件でご

ざいます。養護者による虐待が26件、施設

従事者による虐待が10件でございます。 

 令和７年度の通報件数は87件で、このう

ち虐待があったと判断した件数は28件でご

ざいます。養護者による虐待が16件、施設

従事者による虐待が11件、使用者による虐

待が１件でございます。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 今、たくさんの事業者がある中で100件に

満たないぐらいの通報というのは、本来通

報されるべきものが全部通報されているの

かなというふうに思うところでもあります

が、通報のうち、虐待があったと判断され

なかったケースが半数以上あるわけです。

しかし、通報者は何かしら不適切な支援や

対応といった権利侵害が行われていると感

じて通報されたのだと思います。 

 虐待があったとまでは判断されなかった

ケースの中で、不適切な支援が疑われる場

合の対応などはどのようになっているでし

ょうか。また、先ほどの答弁で通報者の情

報は守られるとのことでしたが、通報者に

対して対応の経過や結果の報告はなされる

のでしょうか、お答えください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 
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○田中康博福祉部長 

 虐待の判断には至らなかったが不適切な

支援が疑われる事業者については、運営指

導等の機会に改めて確認をしております。 

 通報をしてくださった方の中には、通報

後どうなったのか心配される方、その後の

経過についてお問合せを頂くこともござい

ます。そのような場合は、通報いただいた

ことに対する感謝をお伝えした上で、市に

は守秘義務があり、個人情報に属すること

については御報告できないことを丁寧にお

伝えして、御理解いただくようにしており

ます。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 守秘義務の関係上、通報者に報告するこ

とは難しいということは理解します。ただ、

通報自体、簡単なことではありません、相

手との関係などありまして。かなり勇気を

出して通報してくださった方にとっては、

市がどのような対応をしたのか、事業所は

どう変わったのかが分かれば、自分の通報

によって虐待の防止につながったとか適切

な支援のために役立ったと実感でき、安心

していただけるのにと残念に思います。あ

る程度、個人情報に触れない範囲でのお知

らせというのができないかと今後検討して

いただければと思います。 

 また、不適切が疑われる事業者について

は運営指導等の機会に改めてというような

お返事でありましたけども、運営指導自体

が頻度がなかなか少ない、十分に行われて

いないという中で、それだけでいいのかと

いうふうに感じるところであります。ここ

についても改善を求めたいと思います。 

 厚労省は、令和６年障害者虐待事例対応

状況調査結果というのを受けて、施設従事

者による虐待の防止のための取組として何

を進めるべきかということで通報義務のさ

らなる周知徹底を挙げています。そして、

障害者福祉施設等における障害者虐待の防

止と対応の手引きというものには、通報は

全ての人を救うというふうにして、このよ

うに書かれております。 

 これまで起きた深刻な虐待事案から、最

初は軽微な虐待行為だったものが放置され

ることでエスカレートし、利用者が重傷を

負うような事件に発展してしまうというこ

とが分かっています。虐待行為が軽微な段

階で適切に通報することができれば、利用

者の被害は最小限でとどめることができま

す。さらに、虐待行為を行った職員もやり

直しの道が残され、施設や法人の行政処分

や損害賠償責任も大きなものにならないで

済む可能性があります。さらに、そのこと

を反省し、再発防止策を講じ、支援の質の

向上につなげることができる契機にするこ

とができます。最初に虐待の疑いを感じた

とき、適切に通報義務を果たすことができ

るかどうかがその後の大きな分かれ道とな

ってしまうと言えるでしょう。こういうふ

うに書かれているわけです。 

 通報義務があること、通報の大切さを周

知する取組を進めていただき、通報したが

改善が見られないと感じたときにはためら

わず再度相談できる、そういった対応を求

めるものです。 

 また、2022年に出された社会保障審議会

障害者部会報告書では、障害福祉サービス

の実績や経験が少ない事業者の参入が多く

見受けられ、障害特性や障害程度を踏まえ

た支援が適切に提供されないといった支援

の質の低下が懸念されるとあり、事業者が

実施しなければならない虐待防止委員会や

研修等が示されています。こういった研修

や虐待防止委員会の実施は虐待を未然に防

ぐために大切なことだと思いますが、事業
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者が実施しているかどうかのチェックはど

のように行っているのかお示しください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 研修につきましては大阪府が実施してお

り、市のほうでは各種研修について、ホー

ムページやメール等でその周知に努めてお

ります。 

 また、現在、障害福祉サービスを運営す

る全事業所に設置が義務化されております

虐待防止委員会の実施につきましては、集

団指導後のアンケートであったり、個別に

実施しています運営指導の中で確認をさせ

ていただいているところでございます。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 前回議会でも質問させていただいたとお

り、個別の運営指導がなかなか実施できて

おらず、事業所任せになっているのではな

いかと感じます。 

 障害者支援制度に関しては、2003年４月

に支援費制度が導入され、障害者の支援制

度がそれまでの措置から契約へ変わり、民

間参入の道が開かれました。2006年10月、

障害者自立支援法により就労移行などの新

しい就労系サービスがスタートし、株式会

社などの法人参入がさらに活発化しました。

このことは、障害者のサービスの選択肢が

増えた一方で、様々な事業所の参入、玉石

混交というような状況が生まれました。 

 2012年には児童福祉法が改正され、放課

後等デイサービスもスタートし、事業者数

は一段と増加しました。 

 多くの事業者が障害者福祉に参画するよ

うになったことは、障害者の選択肢が増え

たという点では歓迎すべきことです。しか

し、営利企業が参入しやすくなったことで

福祉とは無縁の企業も多く参画するように

なり、残念ながら福祉の専門性や理念より

も利益追求という事業者も存在するように

なりました。 

 また、障害者支援には様々な障害特性の

理解と個別のニーズへの対応など専門的な

力量が求められるにもかかわらず、介護職

の給料は全産業の平均よりも低く、人手不

足のため過重な労働になっています。 

 先ほど取り上げました令和６年障害者虐

待事例対応状況調査結果には、障害福祉施

設従事者等による虐待発生要因は、教育、

知識、介護技術等に関する問題ということ

や、倫理感や理念の欠如、そして職員のス

トレスや感情コントロールの問題、これが

原因であることが多いと記されています。

通報義務の徹底とともに、専門性を高め、

障害者の権利や尊厳を守り、その人らしい

暮らしを支える支援ができるような研修の

保障、労働条件の改善も併せて求めていく

ことが必要であると思います。そのために、

市としても実態をしっかり把握して対応し

ていただくこと、また大阪府や国にも制度

の改善を求めていくことを要望して、この

質問については終わります。 

 続いて、福祉総合センターの防災機能に

ついて再質問いたします。 

 物資の備蓄場所が２か所に分かれている

ものの、現在は同じ福祉総合センターの敷

地内の倉庫に保管されるように改善されて

いるとのことでした。これで非効率だった

部分は改善されているかと思います。 

 ただ、敷地内南東側の倉庫の場所は市役

所の新庁舎の建設予定場所であると思いま

すが、新庁舎が建設されるとなると、その

倉庫は取り壊されることになると思います。

そうなった場合の代替手段や施設などは考

えられているのでしょうか、お答えくださ

い。 
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○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 議員お示しの倉庫につきましては、新庁

舎の建設場所に位置するため、今後、敷地

内の他の建築物と同様に取壊しをすること

となります。そのため、現在の備蓄倉庫機

能を維持するための代替スペースを確保す

べく、庁舎建設準備課と調整を行っており

ます。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 代替スペースを確保するよう現在調整中

との答弁でした。せっかく同じ敷地内に備

蓄場所を確保できておりますので、ぜひと

も現在の機能が維持できるよう関係部局と

の調整をお願いいたします。 

 さて、次に福祉総合センター内のお手洗

いに設置しております聴覚障害者のための

光警報装置、いわゆるフラッシュライトに

ついてお尋ねします。 

 このフラッシュライトですが、災害のと

きなどは点滅をしてそのことを知らせる、

耳が聞こえない方にも知らせるというもの

ですが、利用者の方から、トイレ内の取付

け位置が悪く、実際に個室内からは視認で

きない、確認できないといった声が寄せら

れています。私も福祉センターの避難訓練

に参加させていただいたことがありますが、

個室内からはフラッシュライトの点滅が全

く分からないというような状況でした。担

当の福祉政策課では本件について把握され

ておりますでしょうか、お答えください。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 昨年度、障害者団体から本件に関する御

要望を頂き、実際に現地で確認を行いまし

た。そして、各トイレ内に設置されている

ものの、取付け位置がよくないことから、

個室によっては見えづらい状況であること

を把握しております。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 担当課でも状況を把握されているとの答

弁でした。早急な改善が求められると考え

ますが、今後何らかの改善の予定はあるの

でしょうか。 

○友永修議長 

 田中福祉部長。 

○田中康博福祉部長 

 福祉総合センターの建物や設備につきま

しては、利用者や各団体から非常にたくさ

んの御要望を頂いているところでございま

す。担当の福祉政策課としましては、まず

は視覚障害者からの御要望により現在進め

ておりますトイレへの音声案内装置の整備

を完了させていきたいと考えております。 

 しかしながら、今回頂いております御要

望につきましても改善が必要な課題である

と考えておりますことから、現行の設備を

適切な位置に移設することで改善が可能で

あるのか、あるいは新たに設置する必要が

あるのか、いずれが適切かにつきまして調

査検討を進めてまいります。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 改善が必要な課題であるという認識をお

示しいただきました。災害はいつ起きるか

分かりません。誰一人取り残さない、命を

守るための大切な課題であると考えます。

できるだけ早急な対応をお願いします。 

 また、福祉総合センターにおきましては、

今回のフラッシュライトにとどまらず、駐

車場の路面が大変大きく波打つなど凸凹が
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ひどく、通行が危険なほどの場所もありま

す。整地が必要など、数多くの課題がある

と思っております。 

 多くの方が利用している施設であります。

日常的にも、また災害時であってもその役

割を発揮し、安心して利用してもらえるよ

う引き続き必要な修繕と整備を行っていた

だくことを要望して、この質問は終わりま

す。 

 続いて、夏休み中のチビッコホームにつ

いて再質問いたします。 

 チビッコホームにおいては、お弁当の安

全性について、基本的には個々の児童の保

護者に任せられているという答弁でした。 

 夏休み期間中に関して、安全性の面や保

護者の負担の面から昼食の提供など改善を

求める保護者の声もあると伺っております

が、市に対してそのような要望は寄せられ

ているのでしょうか。 

 また、チビッコホームの運営に当たって

は、このような安全面や保護者の負担など

様々な課題があるものと認識していますが、

よりよい運営につなげていくため、保護者

の皆様からの御意見や御要望、これをどの

ような方法で把握しているのかお伺いいた

します。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 まず、チビッコホームのスクールランチ、

いわゆるデリバリー弁当については少なか

らず御要望を頂いております。 

 また、保護者の皆様からの御意見や御要

望につきましては、日頃から支援員を通じ

て日誌や電話等により伺っておりますが、

別途、保護者会との懇談会を年１回開催し、

施設整備や運営に関する御意見も頂いてお

ります。今後もこうした機会を通じて保護

者の皆様の声を丁寧にお聞きし、改善の必

要性などがございましたら適宜対応してま

いります。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 保護者からの声なども聞いているという

ことで、その中にも保護者などから夏休み

の昼食に関する要望は届いているという答

弁でありました。しかし、保護者の方から

は、言っても全然変わらへんというような

声も聞いたりしております。 

 近年、他の自治体においては、地域こど

もの生活支援強化事業といったものなどを

活用して、学校給食センターや弁当事業者

の活用、子ども食堂との連携など、様々な

方法により夏休み期間中の子供の昼食を確

保するという取組が行われています。その

際、食物アレルギーのある児童については

弁当を持参するなど一定の配慮を行った上

で、そのような給食や弁当を提供している

自治体もあります。 

 そこで、本市においても全児童を対象と

した昼食の一律提供に限らず、対象や方法

を限定した一部提供や、また行事やイベン

ト的な一時的な食の提供などで保護者がち

ょっとほっとできるというか、保護者の負

担軽減と子供たちが楽しく過ごせる機会の

確保につながる取組について、実施を検討

する考えはないのかお聞かせください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 夏期チビッコホームで昼食を提供する場

合、食物アレルギーへの対応や感染症、食

中毒の防止などの安全管理に加え、利用児

童数の把握、業者への発注、欠席時のキャ

ンセル対応、代金の徴収など新たな業務が

生じます。また、これらの業務により現場

の支援員の負担が増え、児童の安全確保や
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見守りなど、本来の支援業務への影響も懸

念されます。 

 現在、チビッコホームではおやつを毎日

提供しておりますが、重度の食物アレルギ

ーのある児童については個別におやつを持

参していただいている状況です。 

 こうしたことから、昼食を全児童に提供

する場合だけでなく、一部の児童を対象と

した提供や、行事、イベントなどで一時的

に提供する場合についても安全面や事務負

担、職員体制などの課題がございますので、

現時点については実施する考えはございま

せん。一方で、保護者の負担軽減や児童が

楽しく過ごせる機会の確保については、他

の自治体の取組も参考にしながら調査研究

してまいります。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 

 食物アレルギーへの対応や支援員の負担

という点で、夏休みの昼食に関しては従来

の在り方を変える考えはないとの御答弁で

した。 

 アレルギーへの配慮が必要な児童に関し

ては、先ほどおやつのほうも持ってきても

らうというふうにしているそうですし、学

校の給食時にも弁当を持参しているという

子供さんもいるということであれば、チビ

ッコホームでも全ての児童に一律な対応で

はなくてよいのではないかと思います。 

 例えば岬町では、行政が弁当業者を公募

し、希望する保護者と弁当業者が直接やり

取りする形で導入しているとのことで、業

者からの受け取りと子供に渡すというのが

支援員の役割と、そういう役割もできるだ

け軽減するようにしているということで対

応しているそうです。本市でも夏休みの昼

食について、ニーズに応えた何らかの検討

を要望するものです。 

 ところで、こういった昼食への対応に限

らず、夏休み期間中は通常よりも支援時間

が長くなるということから、支援員の負担

も大きくなります。また、子供たちにとっ

ても夏休み期間中はチビッコホームで過ご

す時間が長くなることから、安全に過ごせ

ることはもとより、長い休みを楽しく有意

義に過ごすことができるよう、通常以上の

工夫や支援が求められると考えます。 

 そこで、現在のチビッコホームにおける

子供たちの夏休み期間中の過ごし方と、そ

れを支える職員体制の現状についてお聞か

せください。 

○友永修議長 

 津田こども家庭応援部長。 

○津田伸一こども家庭応援部長 

 夏休み期間中のチビッコホームでの過ご

し方につきましては、水遊びの時間を設け

るほか、ホームによっては近隣の公民館な

どを利用し、通常とは異なる活動やカリキ

ュラムを取り入れるなど、児童が楽しく充

実して過ごせるよう工夫しております。 

 また、夏期臨時チビッコホームでは、支

援員１名と補助員２名の計３名を配置して

おります。特に、夏期の補助員につきまし

ては夏休み期間に限定して募集しているこ

とから、大学生からの応募もあり、児童に

とってはお兄さんやお姉さんのような存在

として交流できる機会にもなっております。

さらに、毎年インターンシップの受入れも

行っておりまして、令和７年度には３名の

大学生を実習生として受け入れました。 

 このように、夏休み期間中は児童が安全

に過ごすことに加え、長い時間を楽しく充

実して過ごせるよう、活動内容の工夫や人

員の確保に努めております。 

○友永修議長 

 田中議員。 

○９番 田中市子議員 
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 夏休み期間中には夏らしい遊びなどを工

夫して取り入れているとのこと、また夏休

み補助員やインターンシップの活用などを

御紹介いただき、子供たちにとっても充実

して過ごせるよう工夫されているというこ

とは理解いたしました。 

 しかし、支援員にとって夏休み期間の負

担は重いものです。昼食のニーズに応えら

れない点も、アレルギーのこともおっしゃ

っていましたが、やっぱり大きな理由の１

つが支援員の負担を増やせないということ

でした。 

 学童保育のニーズはますます高まってき

ております。比較的安価で利用でき、そし

て安定して運営されている公設公営の学童

保育、本市のチビッコホームの存在は本市

の強みであります。そのチビッコホームの

充実は、小１の壁というものを軽減し、子

育て世代に選ばれるまちづくり実現にとっ

てもなくてはならないものだと考えます。 

 長期休業期間や土曜日の朝のチビッコホ

ームの開設時間を早くしてほしいといった

保護者からの要望、これは長年あるもので

す。また、そして質の向上、そういったた

めにも、以前私も議会で、一部フルタイム

の職員を導入するなど支援員の体制強化と

いうものも提案してまいりました。 

 子供たちが楽しく過ごせ、豊かな育ちの

機会を保障され、保護者も安心できるチビ

ッコホームにするために引き続き改善をし

ていただくことを求めて、私の質問を終わ

ります。 

○友永修議長 

 次に、河合議員。 

   （６番 河合達雄議員登壇） 

○６番 河合達雄議員 

 にじの会の河合達雄です。議長より発言

のお許しを頂きましたので、一般質問に参

加させていただきます。理事者の皆様方に

は市民に対して分かりやすい御答弁を、ま

た、議員各位におかれましてはしばらくの

間、御清聴賜りますようよろしくお願いい

たします。 

 それでは、通告に従いまして質問させて

いただきます。 

 １点目はふるさと寄附について。 

 これまで何回も、私はこのふるさと寄附

について質問しています。他の議員もして

いますが、やはり本市の財源確保はとても

重要であると考えています。 

 午前中の一般質問においても触れられて

おりましたので重複いたしますが、基本的

な事項ですので再度確認させていただきま

す。本市のふるさと寄附の寄附実績につい

て、過去の実績はどうであったか、今年度、

最新の状況はどのような状況かお教えくだ

さい。 

 ２点目は市内各商店街の活性化、再生に

ついてですが、かつて商店街は単なる買物

をする場にとどまらず、市民の皆様の暮ら

しを支える生活拠点であり、人と人とが温

かく行き交うコミュニティーの場として地

域社会の中心をなしていました。とりわけ

岸和田駅前商店街は、長きにわたり本市の

みならず泉州全域の商業のメッカとして君

臨し、岸和田市民の誇りとなっていました。

アーケードの下にはあふれんばかりの人波

が続き、威勢のいい掛け声と買物客の笑顔

が交錯し、まちの圧倒的なエネルギーと力

強い鼓動を肌で感じることができました。

祭りの時期はもちろんのこと、それ以外の

日常においても、商店街には岸和田の活気

と人情があふれていました。 

 それに対して、現在の商店街の姿はどう

でしょうか。かつて人々が足しげく通った

お店は次々と姿を消し、今では昼間でもシ

ャッターが下りたままの空き店舗や、ぽっ

かりと空いた空き地が目立つようになって
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しまいました。歩行者の姿はまばらで、か

つての喧騒がうそのように閑散とした風景

が広がっています。 

 この光景を目にするたびに、私は胸が締

めつけられるような思いを覚えずにはいら

れません。私だけではなく、あの輝かしい

時代を知る多くの市民の皆様が現在の商店

街の姿に深い寂しさと焦燥感を抱かれてい

るのはないでしょうか。 

 郊外型大型ショッピングモールの台頭や

近年のネット通販の普及など、商店街を取

り巻く環境が極めて厳しいことは重々承知

しております。時代の潮流だと言ってしま

えばそれまでかもしれません。しかし、こ

こで諦めるわけにはいかないと私は強く思

っています。 

 商店街は、本市の歴史と文化、そして市

民の記憶が刻まれたまちの顔そのものです。

このまま衰退させていくことは、岸和田の

活力そのものを失うことに直結します。私

は、かつてのあふれんばかりのにぎわいを、

子供から高齢者までが安心して集える温か

みのある人と人との交流の場を、令和の時

代に即した新たな形で何としてでも取り戻

したいと強く願っています。 

 そこで、まずは商店街の活性化に向けた

議論の第一歩としてお尋ねいたします。本

市における商店街の現状と課題について、

理事者はどのように認識されているのか、

見解をお聞かせください。 

 以上で壇上からの質問を終わります。こ

の後は自席にて再質問させていただきます。

御清聴ありがとうございました。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 御質問の１、ふるさと寄附について御答

弁いたします。 

 ふるさと寄附の実績は令和２年度に最高

額となり、約12億3200万円の御寄附を頂き

ました。それ以降、令和３年度が約９億

5600万円、令和４年度が約７億1400万円、

令和５年度が約５億3700万円、令和６年度

が約３億2900万円、令和７年度が約２億

5300万円となっており、減少が続いており

ます。 

 今年度は、７月末までの実績ではござい

ますが、寄附件数948件、寄附額約3500万円

となっております。昨年度の同時期では件

数で744件、寄附額で約2300万円でございま

したので、件数で約200件、寄附額で約1200

万円増加しております。 

○友永修議長 

 船橋魅力創造部長。 

○船橋恵子魅力創造部長 

 御質問の２、市内の商店街の活性化、再

生について御答弁申し上げます。 

 議員御指摘のとおり、郊外型の大型小売

店舗の進出とモータリゼーションの進行、

インターネット等通信販売の急速な拡大に

加え、少子高齢化に伴う地域購買力の低下

などが加わり、全国の商店街において活力

を維持することが困難な状況が続いてござ

います。また、近年では店主の高齢化に伴

う後継者不足や、店舗やアーケードなどの

設備の老朽化といった課題の深刻化が進ん

でございます。 

 中小企業庁の2020年版小規模企業白書に

よりますと、商店街の景況について、衰退

している、または衰退のおそれがあると認

識している商店街は、人口密度が低い地域

で約９割、大都市圏などの人口密度が高い

地域でも約６割に上ってございます。また、

直近３年間で来街者数が減ったと認識して

いる商店街は、人口密度が低い地域では８

割近く、人口密度が高い地域でも半数を超

えている状況が示されてございます。 

 さらに、同庁の令和７年度商店街実態調
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査によりますと、全国の商店街の空き店舗

率は１割を超えており、構造的に厳しい状

況が浮き彫りになってございます。 

 本市におきましても商店街を取り巻く環

境が厳しい状況が表れており、商店街組織

は2001年には13組織ございましたが、本年

４月時点で８組織に減少、商店街会員数に

おきましても2001年の622から本年４月時点

には363へと、いずれも４割減少してござい

ます。 

 商店街は単にお買物をする場にとどまる

ものではなく、地域のにぎわいの創出に加

えまして、移動手段が限られる高齢者の地

域における生活を支えるなどの多面的な機

能を有しており、誰もが住み慣れた地域で

安心して暮らし続けられるまちを維持して

いく上で重要な拠点であると認識してござ

います。本市といたしましては、商店街が

直面している空き店舗の増加や人流の減少、

担い手不足といった諸課題を重く受け止め、

商店街組織や商工会議所様をはじめとする

関係団体、地域の皆様と緊密に連携を図り

ながら、実効性のある支援に努めてまいり

たいと考えてございます。 

○友永修議長 

 河合議員。 

○６番 河合達雄議員 

 それぞれの御答弁ありがとうございます。

それでは、順次再質問をさせていただきま

す。 

 まずはふるさと寄附についてですが、寄

附額が増えていることは喜ばしいことです

が、寄附をもらうための経費がかさんで市

に実際入る金額が減っては意味がないと思

います。そういった状況になっていないの

か、どうでしょうか。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 ふるさと寄附に係ります経費につきまし

ては、国において厳格なルールが定められ

ております。このルールの趣旨は、議員か

ら御指摘いただきました市への実際の歳入

をしっかりと確保することを目指すための

ものでございます。 

 また、このルールは年々厳しくなる傾向

にございます。今後も経費を十分に意識し、

歳入の確保に努めてまいります。 

○友永修議長 

 河合議員。 

○６番 河合達雄議員 

 御答弁ありがとうございます。経費につ

いて厳格なルールがあることは分かりまし

たが、そういうことであれば、寄附が増え

れば市の実質的歳入も増えることにつなが

りますし、ぜひとも寄附増額に向けて取り

組んでほしいところです。寄附増額に向け

て、午前中の答弁にもありましたが、中間

事業者を使って新規返礼品の開拓や返礼品

事業者のフォローも実施しているとのこと

でしたが、大いに活用してほしいです。 

 一方で、ふるさと寄附で有名な泉佐野市

に聞くと、市職員自らの営業がかなり熱心

なようであります。本市も、ふるさと寄附

に係る職員のスキルアップが必要ではない

でしょうか。そこのところはどうですか、

どうお考えですか。 

○友永修議長 

 髙井総合政策部長。 

○髙井哲也総合政策部長 

 本市におきましても、ふるさと寄附専門

の部署ではございませんが、今年度から成

長戦略課を設置し、寄附額増に向けまして

精力的に取り組んでいるところでございま

す。 

 また、中間事業者を導入することにより、

これまで市職員が行っていました事務作業

の軽減も図れております。こういった事務
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軽減の効果を生かし、市職員が政策立案等

に割く時間を増やし、職員のスキルアップ

も図れているものというふうに考えており

ます。 

○友永修議長 

 河合議員。 

○６番 河合達雄議員 

 中間事業者の役割についても理解しまし

た。 

 現にふるさと寄附の業務に携わっている

職員のさらなるスキルアップにも期待した

いと思います。本市は職員の欠員もあり、

難しい状況にあるのかもしれませんが、い

ずれにしても、直営による運営も検討して

いただき、さらなる経費削減にも努めても

らい、実質的なふるさと寄附額の増額を目

指してもらいたいと思います。 

 今年度から成長戦略課が設置され、ふる

さと寄附増額に向けた取組は評価していま

す。目標額を決めて、それに向かって達成

できるよう努力してほしいと思います。 

 ふるさと寄附については、寄附受入額だ

けではなく、返礼品代や送料、ポータルサ

イト手数料、業務委託料などを差し引いた

後、実際、本市の財源としてどれだけ残る

のかを検証していかなくてはいけないと思

います。増額したとしても、単なる増額で

は意味がなく、市民のために使えるお金は

どれぐらい増えたのかが重要であると考え

ます。民間事業者のノウハウを活用するこ

と自体を否定してるのではなく、行政が全

てを自前で行うのか、民間に委託するのか

という二者択一ではなく、職員がマーケテ

ィングや返礼品開発、寄附者の分析などノ

ウハウを蓄積し、民間事業者と対等に戦略

を立てる体制が必要ではないでしょうか。 

 岸和田には、農業、漁業だけでなく、加

工品、地場産業、だんじり、城、山や海と

多様な資源があり、単に現在ある商品を返

礼品として掲載するだけでなく、ふるさと

寄附のための商品として新たに開発すると

いう発想が必要ではないかと思います。岸

和田の魅力を全国に発信し、地域産業を育

て、その結果として得られた財源を市民に

還元する仕組みとして考えるべきだと思い

ます。農家、漁業者、食品加工業者、地元

企業、商店、観光事業者等を加え、成長戦

略課主体となり岸和田でしかつくれない返

礼品を毎年一定数開発し、売れる商品を分

析、開発、写真、動画を改善、寄附者デー

タの分析、人気商品の改良、新規事業者を

発掘等々、行政が司令塔になり民間の力を

使いながら、岸和田市自身にノウハウを蓄

積するという考え方で進んでいただきたく

思います。 

 国のルールがある以上、経費を削って利

益率を上げるだけではなく、ルールの範囲

内で寄附者に選ばれる返礼品をどうつくり、

どう発信し、どう事業者と利益を分けなが

ら地域経済を大きくするかという視点が重

要であり、まだまだ本市には稼ぐ力、能力

があると思うので、ふるさと寄附に力を入

れ、得た利益は子育て、福祉、スポーツや

防災等、市民への還元につなげることを要

望してこの質問を終わります。 

 次に市内各商店街の活性化についてです

が、商店街の再生と持続的な発展を成し遂

げるためには、まず何よりも、商店街組織

や個々の店主の皆様が主役となり、主体的

に熱意を持って取り組むことが不可欠であ

ることは言うまでもありません。商店街活

性化の原動力は、自らが汗をかき、知恵を

絞り、商店街を盛り上げようとする当事者

意識であると思います。 

 しかしながら、現実に目を向ければ、商

店街会員の高齢化や減少が進み、商店街組

織の足腰は弱体化している中で、商店街組

織の自助努力のみでこの構造的な課題を乗
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り越えることが非常に困難であることも事

実です。商店街は、地域のコミュニティー

や暮らし、そして岸和田市の歴史や文化を

守る公共的な財産です。市は、その再生を

全て商店街組織に委ねるだけではなく、商

店街組織や商工会議所等の関係機関としっ

かりと手を携えてサポートをしていただき

たいと思います。 

 そこで、本市の具体的な支援策の在り方

についてお尋ねします。 

 現在、市が商店街の活性化や持続的な発

展のために実施している支援策としてどの

ようなものがあるか、具体的に教えてくだ

さい。 

○友永修議長 

 船橋魅力創造部長。 

○船橋恵子魅力創造部長 

 現在、本市が市内の商店街活性化に向け

て実施している主な支援策について御答弁

申し上げます。 

 まず、来街者の増加と地域住民との交流

の促進に向けた催事等への支援でございま

す。毎年、市内の商店街が連携して開催し

ております「みんなＤａｙ参加！どんチャ

カフェスタ」をはじめ、各商店街が実施す

るイルミネーション事業や歳末イベントな

どの催事、さらには商店街での消費喚起に

向けた地域商店街連合会によるプレミアム

付商品券事業に対し、その費用を補助して

ございます。 

 次に、商店街の環境整備への支援でござ

います。アーケードや街路灯、防犯カメラ

や駐車場などの共同施設の整備に要する費

用のほか、商店街に設置している街路灯の

電気代につきましても、その一部を補助す

る制度を設けてございます。 

 引き続き、これらの多角的な支援制度を

通じて商店街の活性化を図ってまいりたい

と考えてございます。 

○友永修議長 

 河合議員。 

○６番 河合達雄議員 

 市が様々な補助制度を設け、現場のニー

ズを捉えて商店街を支援してこられたこと

は理解いたしました。 

 しかしながら、これらの支援制度は、全

て過去から綿々と継続してきたものです。

それにもかかわらず、商店街の活力の低下

を食い止めることができていないという現

実を直視しなければなりません。商店街が

抱える極めて難しい構造的課題を乗り越え

て、その先にある再生を実現するためには、

これまでとは異なる新しいアプローチが必

要です。 

 商店街再生に向けた新しいアプローチの

支援策について、市は具体的に検討してい

るのか御教示ください。 

○友永修議長 

 船橋魅力創造部長。 

○船橋恵子魅力創造部長 

 議員御指摘のとおり、商店街が抱える構

造的課題を乗り越えるためには、これまで

とは異なる新しいアプローチが必要である

と認識してございます。これに関する取組

といたしまして、現在検討、実施している

ものが２つございます。 

 １つ目は、デジタル技術とデータを活用

した戦略的な空き店舗活用に向けた検討で

ございます。現在、ビッグデータを活用し

て、本市への来訪者の人流や消費行動を分

析する実証実験を行ってございます。この

分析結果を基に、科学的根拠に基づいた商

店街の空き店舗への新規出店の方策等につ

いて検討してまいりたいと考えております。 

 ２つ目は、商業だけに依存しない新たな

機能の誘致でございます。商店街の活性化

をかつてのような商業機能の集積だけで実

現することは困難であるので、そのため商
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業以外の新しい施設や機能を呼び込むべく、

商店街を含む中心市街地へのオフィス誘致

に向けた補助制度を設け、新たな昼間人口

の創出と、それによる商店街の日常的な需

要喚起を目指しております。 

 本市といたしましては、これらデジタル、

データ、機能転換という新しいアプローチ

を融合させながら、商店街の持続可能な再

生に向けて取り組んでまいりたいと考えて

ございます。 

○友永修議長 

 河合議員。 

○６番 河合達雄議員 

 御答弁ありがとうございます。これまで

とは違う角度の新しい支援策に果敢にチャ

レンジされていることは理解いたしました。

その姿勢は評価したいと思います。そして、

今後のさらなる事業展開に期待します。 

 その上で、私からも、商店街再生に向け

た具体的な次の一手として１つ提案させて

いただきます。 

 商店街のにぎわいが失われ、空き店舗が

増加する中で、将来への不安から新たな出

店者がなかなか現れないという悪循環が続

いているように思います。この停滞した空

気を打破するために、まずは商店街の空間

を実験の場として開放することを提案しま

す。具体的には、商店街の道路上を活用し

て、地域の飲食店や新鮮な農産物の販売店、

こだわりの物販店、さらにはフリーマーケ

ットや今人気のキッチンカーなどが一堂に

会する定期マルシェを定期的に、可能であ

れば月に１回から２回程度、開催してはど

うでしょうか。 

 このような取組により、商店街にお祭り

のような非日常のにぎわいが生まれること

とともに、継続して実施することにより、

創業や店舗の移転を検討している潜在的な

起業家や店主の皆様が過度なリスクを負う

ことなく実験的に出店できる機会が創出さ

れ、さらにこのマルシェでの成功体験や手

応えがフックとなり、実店舗への新規出店

の誘発、促進につながることが期待されま

す。 

 この取組の実現には、道路使用許可や関

係機関との調整など、行政の積極的なコー

ディネートが不可欠となります。ぜひ市も

商店街組織や商工会議所等と協力して一歩

を踏み出していただくことを強く要望しま

して、私の一般質問を終わります。御清聴

ありがとうございました。 

○友永修議長 

 この際、お諮りします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、延会し

たいと思います。これに御異議ありません

か。 

   〔「異議なし」の声あり〕 

○友永修議長 

 御異議なしと認めます。よって、本日は

延会することに決しました。 

 本日はこれにて延会します。 

   午後４時22分延会 


